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第6章 方法書についての意見と事業者の見解 

6.1 方法書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 

6.1.1 方法書の公告及び縦覧 

1. 方法書の公告及び縦覧 

「環境影響評価法」（平成 9 年法律第 81 号）第 7 条の規定に基づき、環境の保全の見地から

の意見を求めるため、方法書を作成した旨及びその他事項を公告し、方法書及びその要約書を

公告の日から起算して 1 月間縦覧に供するとともに、インターネットにより公表した。 

 

(1)公告の日 

令和 3 年 2 月 1 日（月） 

 

(2)公告の方法 

①  日刊新聞紙による公告 

令和 3 年 2 月 1 日（月）付けの以下の日刊新聞紙に「公告」を掲載した。 

・北海道新聞（朝刊） 

・苫小牧民報（夕刊） 

 

②  官報による公告 

令和 3 年 2 月 1 日（月）付けの官報（号外第 23 号）に「公告」を掲載した。 

 

③  地方公共団体の広報誌によるお知らせ 

以下の広報誌に「お知らせ」を掲載した。 

・広報あつま 

・広報とまこまい 

・広報むかわ 
 

④  インターネットによるお知らせ 

以下のホームページに「お知らせ」を掲載した。 

・当社ホームページ 

 

(3)縦覧場所 

地方公共団体庁舎等 4 か所及びインターネットの利用による縦覧を実施した。 

① 地方公共団体庁舎 

・厚真町役場 住民課   ：北海道勇払郡厚真町京町 165 番地の 1 

・厚南会館       ：北海道勇払郡厚真町字上厚真 219 番地の 1 

・苫小牧市役所 環境衛生部環境生活課 ：北海道苫小牧市旭町四丁目 5 番 6 号 

・むかわ町役場 総務企画課 ：北海道勇払郡むかわ町美幸二丁目 88 番地 

 

②  インターネットの利用 

当社ホームページに方法書の内容を掲載した。 

https://www.daigasgps.co.jp/news/  
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(4)縦覧期間 

令和 3 年 2 月 1 日（月）から令和 3 年 3 月 4 日（木）までとした。 

自治体庁舎は土・日・祝日を除く開庁時とし、インターネットは常時アクセス可能とした。 

※新型コロナウイルス感染拡大に伴い、令和 3 年 3 月 26 日（金）まで閲覧可能とした。 

 

(5)縦覧者数 

縦覧回数は 26 回（意見書箱への投函分及び郵送分の総数）であり、内訳は以下のとおりで

ある。なお、回数には同一人物による複数回の縦覧又は意見書の送付を含む。 

（内訳）・厚真町役場 住民課       6 回（個人：6） 

・厚南会館           6 回（個人：5） 

・苫小牧市役所 環境衛生部環境生活課 5 回（個人：3、法人、団体等：2） 

・むかわ町役場 総務企画課  2 回（個人：1、法人、団体等：1） 

・郵送  7 回（個人：5、法人、団体等：2） 

 

2. 方法書についての説明会の開催 

「環境影響評価法」第 7 条の 2 の規定に基づき、方法書の記載事項を周知するための説明会

を開催した。 

なお、説明会の開催公告を方法書の縦覧等に関する公告と同時（令和 3 年 2 月 1 日（月））

に行ったが、縦覧開始後に新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言が延期されたこと

を鑑み、今回の事象が「環境影響評価法施行規則」第 3 条の 5 第 1 項に定める事業者の責めに

帰することができない事由に該当すると考え、「環境影響評価法」第 7 条の 2 第 4 項の規定に

基づき、説明会の延期を決定した。説明会の延期は以下の方法で周知し、緊急事態宣言の終了

後に開催した。 

 

(1)公告の日及び公告方法 

①  日刊新聞紙及び官報による公告 

説明会の開催公告は、方法書の縦覧等に関する公告と同時に行った。 

 

②  インターネットによるお知らせ 

以下のホームページに「お知らせ」を掲載した。 

・当社ホームページ 

 

(2)延期のお知らせの方法 

① 日刊紙への折込チラシ 

説明会延期の「お知らせ」を、以下の日刊紙への折込チラシとして配布した。 

・2 月 14 日（日）の北海道新聞（朝刊） 

・2 月 13 日（土）の苫小牧民報（夕刊） 

 

② インターネットによるお知らせ 

2 月 12 日（金）より、説明会延期の「お知らせ」を当社ホームページに掲載した。 
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(3)延期後の日程のお知らせの方法 

① 日刊紙への折込チラシ 

延期した説明会の日程の「お知らせ」を、以下の日刊紙への折込チラシとして配布した。 

・3 月 10 日（水）の北海道新聞（朝刊） 

・3 月 10 日（水）の苫小牧民報（夕刊） 

 

② インターネットによるお知らせ 

3 月 10 日（水）より、説明会延期の「お知らせ」を当社ホームページに掲載した。 

 

(4)開催日時、開催場所及び来場者数 

延期後の説明会の開催日時、開催場所及び来場者数は以下のとおりである。 

 

＜むかわ町＞ 

・開催日時：令和 3 年 3 月 18 日（木）14 時 00 分から 

・開催場所：むかわ四季の館 研修室 A・B（北海道勇払郡むかわ町美幸 3 丁目 3-1） 

・来場者数：12 名 

 

＜苫小牧市＞ 

・開催日時：令和 3 年 3 月 19 日（金）11 時 00 分から 

・開催場所：沼ノ端交流センター ミーティングルーム（北海道苫小牧市北栄町 3-3-3） 

・来場者数：47 名 

 

＜厚真町＞ 

・開催日時：令和 3 年 3 月 20 日（土）14 時 00 分から 

・開催場所：厚真町総合福祉センター 大集会室（北海道厚真町京町 165 番地の 1） 

・来場者数：21 名 
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3. 方法書についての意見の把握 

「環境影響評価法」第 8 条の規定に基づき、環境の保全の見地から意見を有する者の意見の

提出を受け付けた。 

 

(1)意見書の提出期間 

令和 3 年 2 月 1 日（月）から令和 3 年 3 月 26 日（金）までの間 

※公告では縦覧期間及びその後 2 週間としていたが、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、

意見受付期間を延長した。郵便受付は当日必着とした。 

 

(2)意見書の提出方法 

・縦覧場所及び説明会会場に備え付けた意見書箱への投函 

・当社への郵送による書面の提出 

 

(3)意見書の提出状況 

意見書の提出は 21 通、意見総数は 91 件であった。 
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6.1.2 方法書についての住民等の意見の概要と事業者の見解 

「環境影響評価法」第 8 条の規定に基づく方法書について、環境の保全の見地から提出され

た意見は 28 件であった。方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解は、表 6.1-1 の

とおりである。なお、ゴシック書体で記載した箇所は、準備書の作成に当たり「方法書につい

ての意見の概要と事業者の見解」の届出以降に対応の方針を追記した事項である。 

 

表 6.1-1(1) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 1～3） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

1 3.11 の福島原発事故は、米国スリーマイル島原

発・ソ連チェルノブイリ原発に続く大事故として、

放射能安全処理技術未確立の元での原子力発電への

依存の危険性を明らかにしたものとなりました。 

その中で、現代生活に必要な電力を安全に生み出

す再生エネルギー技術に目が向けられ、その一つと

しての風力発電技術にも大きな目が向けられてきま

した。 

しかし、残念ながらその活用が進む中で、風車運

転時に発生する振動音や飛来する鳥類との衝突事故

が解決されなければならない課題として生じている

のも事実です。 

今回の風力発電事業対象の苫小牧市厚真町の海岸

地区は、一見すると民家も少なく、見通しの良い地

域ですが、その北側にはラムサール条約登録湿地の

ウトナイ湖。ウトナイ湖と海岸の中間には、貴重な

オオジシギのオーストラリアへの渡りの中継地とし

てテレビ報道でも紹介されている弁天沼などの湿地

があります。又、近年はむかわ町や苫東地区では丹

頂鶴の定着も確認されています。この様に、日本野

鳥の会の調査では、絶滅危惧種や準絶滅危惧種も含

め 277 種もの鳥類が確認されている地域です。又、

海岸地域には、道内各地の原生花園等に見られる野

生植物も自生しています。 

胆振東部地震では、厚真・むかわ町は胆振東部地

震で多くの自然が破壊されました。自然は破壊する

のは簡単ですが、その再生には多くの費用と時間が

必要なのは原発事故でも明らかです。苫小牧・厚

真・むかわ町は、世界的に貴重な自然を破壊する可

能性の大きい本事業の実行には、是非反対の表明を

して欲しいと思います。 

今、日本各地で自然の再生に努力をしている地域

が増えています。Daigas 社は、今回の事業計画が、

「世界的にも貴重な地域の自然を破壊する可能性の

大きな事業」と言うことを念頭に据え、計画を取り

止める事が必要と思います。 

ご意見のとおり、騒音等の住民の方々への配慮

や、ウトナイ湖をはじめとした鳥類の生息環境への

配慮が必要であると認識しております。今後、対象

事業実施区域及びその周囲において調査、その結果

を踏まえて予測及び評価を行い、専門家の意見も参

考にしながら、本事業による重大な影響を回避又は

極力低減できるよう、事業計画及び環境保全措置を

検討してまいります。 

【準備書における対応】 

騒音及び超低周波音についての調査、予測、評価

及び環境保全措置は「第 10章 10.1.1 大気環境」

に記載いたしました。 

鳥類についての専門家へのヒアリングの結果は

「第 8 章 8.2.3 専門家等からの意見の概要」に記

載し、調査、予測、評価及び環境保全措置は「第 10

章 10.1.4 動物」に記載いたしました。 

注：同じ内容の意見書が 3 か所に投函されていたため、「意見書 1～3」とし合計 3 通として集計した。 
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表 6.1-1(2) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 4） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

2 「方法書」をおおよそ見ました。 

地域住民へのアプローチがあまりなく弱い感じが

します。 

500m 離せば OK でなく、地域住民への考えられる

問題に対する対応について調査・報告が求められま

す。 

騒音・低周波・景観・圧迫感等について。 

環境影響評価においては、騒音、超低周波音、景

観等の生活環境への影響の可能性のある項目につい

て調査を実施し、予測及び評価を実施します。ご意

見の圧迫感を感じる指標との比較についても取り扱

います。 

調査、予測及び評価の結果は次の段階である環境

影響評価準備書に取りまとめ、状況に応じて住民説

明会等、地域の皆様へ説明する機会を設けられるよ

う適切に対応してまいります。 

【準備書における対応】 

騒音及び超低周波音についての調査、予測、評価

及び環境保全措置は「第 10章 10.1.1 大気環境」

に記載いたしました。 

景観についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.7 景観」に記載いたしまし

た。 

 

表 6.1-1(3) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 5） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

3 風力発電によって、近くの住民が不眠症、頭痛、

めまい等の病気が出ているとの事が心配。 

「風力発電施設から発生する騒音に関する指針につ

いて（環境省、平成 29 年）」によると、風力発電施設

から発生する騒音によるわずらわしさ（アノイアン

ス）が睡眠への影響リスクを増加させる可能性がある

ことが示唆されており、ご指摘のような生活環境への

影響の可能性も示唆されており、風力発電機からの騒

音に特化した指標として「残留騒音に 5 デシベル加え

た値以下とすること」を風車騒音に関する指針値とす

ることが示されました。今後、予測結果とこの指針と

の比較により、ご意見のような生活環境への影響を評

価します。 

今後、現地調査、予測及び評価を実施するととも

に、その結果は次の段階である環境影響評価準備書に

取りまとめ、説明会において結果をご説明します。 

【準備書における対応】 

騒音及び超低周波音についての調査、予測、評価及

び環境保全措置は「第 10 章 10.1.1 大気環境」に

記載いたしました。 

4 説明会を厚南会館でもしてほしい。近くの住民の

為に（風力発電の近く人達） 

今回（方法書段階）の説明会は、感染症対策の観点

から、来場された皆様同士の間隔をできるだけ確保す

るため、より広い会場である厚真町総合福祉センター

において実施いたしました。今後の説明会場について

は、ご要望、地域の皆様の利便性を考慮して検討いた

します。 
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表 6.1-1(4) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 6） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

5 風力発電機の付いている地区で今、何が起きてい

るか？低周波による、健康被害が多数出ている事、

低周波で夜も眠れない、気分も落ちつかない、健康

な人でもこの様な状態になって来る！現実にこのよ

うな事が有る。風力発電機を厚真に持って来る事

等、考えたくもなく、絶対にやめて下さい。やっ

と、大都会から健康になる為にこの静かな厚真へ生

活の場をみつけたのに、この厚真を、暮らしづらい

町にしてほしくない！ 

「風力発電施設から発生する騒音に関する指針につ

いて（環境省、平成 29 年）」によると、風力発電施設

から発生する騒音によるわずらわしさ（アノイアン

ス）が睡眠への影響リスクを増加させる可能性がある

ことが示唆されており、ご指摘のような生活環境への

影響の可能性も示唆されており、風力発電機からの騒

音に特化した指標として「残留騒音に 5 デシベル加え

た値以下とすること」を風車騒音に関する指針値とす

ることが示されました。今後、予測結果とこの指針と

の比較により、ご意見のような生活環境への影響を評

価します。 

今後、現地調査、予測及び評価を実施するととも

に、その結果は次の段階である環境影響評価準備書に

取りまとめ、説明会において結果をご説明します。 

【準備書における対応】 

騒音及び超低周波音についての調査、予測、評価及

び環境保全措置は「第 10 章 10.1.1 大気環境」に

記載いたしました。 
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表 6.1-1(5) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 7） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

6 1．健康被害の心配（騒音、特に超低周波音） 

会社（ガスアンドパワーソリューション㈱）から

は居住区からは 500mは離して、風力発電施設を建設

する内容の説明を受けているが、500m は何を根拠に

した数値なのか。（既設の風力発電施設のデータを

調べると 1,000m以上離れていても健康被害が出てい

ることが明示されている。） 

500m の離隔については、調査を実施していない現

時点で影響範囲を限定することを意図したものでは

ありません。現地調査を実施していない配慮書段階

で、既存資料※を基に可能な限り離隔を確保する目

的で設定したものです。 

今後、騒音及び超低周波音について測定機器によ

る調査を行い、影響を予測及び評価します。結果を

踏まえて適切な離隔の確保などの環境保全措置を検

討します。 

※「風力発電施設に係る環境影響評価の基本的考

え方に関する検討会報告書（資料編）」（環境省総合

環境政策局、平成 23年）によると、風力発電機から

の 400mまでの距離において苦情等が多く発生する調

査結果が報告されています。これを受け、配慮書段

階でできるだけ離隔を確保するため 500mの離隔とし

ました。 

【準備書における対応】 

騒音及び超低周波音についての調査、予測、評価

及び環境保全措置は「第 10章 10.1.1 大気環境」

に記載いたしました。 

7 2．自然の動物や家畜に対する影響が懸念される。 

地域に生息する動物、特に野鳥やコウモリ類のス

トライク事故、生息の忌避、飛行ルートの変更等が

懸念される。 

又、周辺で飼養されている家畜。採卵鶏（産卵

率）、軽種馬（走力）、搾乳牛（乳量）、肉牛（肥育

率）、ブロイラー（肥育率）等に悪影響は発生しな

いのか。 

鳥類及びコウモリ類については、今後の現地調査

において、その生息状況を把握するとともに、本事

業による影響について、予測及び評価してまいりま

す。 

風力発電事業における家畜等への影響について

は、現時点で影響があることは確認できておりませ

ん。また他地域の風力発電施設が存在もしくは隣接

する牧場等では、風力発電機の日陰で牛が休息して

いるといった事例もございます。 

【準備書における対応】 

鳥類、コウモリ類及びその他の動物についての調

査、予測、評価及び環境保全措置は「第 10 章 

10.1.4 動物」に記載いたしました。 

8 3．砂礫の拡散防止 

海浜で風等により舞い上った砂礫が風車により拡

散され砂塵として広い範囲に悪影響（特に居住等の

日常生活、海浜レクリエーション愛好者等）を及ぼ

すことが想定される。 

これらを防ぐために砂地を被覆（例えば草地化）

することを考えているのか。 

工事により発生した裸地については種子吹付けに

よる緑化等により砂の飛散を防止します。 

【準備書における対応】 

緑化については「第 2章 2.2.8 2.(1)②緑化に伴

う修景計画」に記載いたしました。 

9 4．事業者及び許認可省庁等の責任はどうなるの

か。 

もし、環境影響評価をクリアして、風力発電施設

を建設した後、事後調査で予測以上の環境悪化が

あった場合、事業者の責任はどうなるのか。 

又、許認可した関係省庁の責任は（事業の停止処

分や施設の撤去等の行政指導が出来るのか。） 

事後調査の結果については、発電所アセス省令第

31 条第 4 項に基づき専門家へのヒアリングを行い、

結果を踏まえた環境保全措置の追加や追加の調査等

の対応が必要となります。従いまして、稼働後も環

境保全への事業者の責任は残ります。 

関係省庁の指導等の対応については個別に対応が

検討されると推察されますので、弊社からの回答は

控えさせていただきます。 
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表 6.1-1(6) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 8） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

10 全体についての意見 

事業実施想定区域とその周辺は、様々な希少鳥類

の重要な生息域であり、厚真町でも自然を生かした

町外からの利用者も多い体験ゾーンです。この地域

には多数の住居と家畜の飼育施設があり、風車から

生ずる騒音と振動、および低周波音とシャドウフィ

リッカーは、住民と家畜の健康に深刻な影響が予想

される。また、日本野鳥の会らが令和 2年 6月 25日

付で提出した「（仮称）苫東厚真風力発電事業に係

る計画段階環境配慮書に対する意見書」に述べてい

るが、希少野生動植物種および天然記念物に指定さ

れている鳥類や準絶滅危惧種を含め環境省および北

海道のレッドリスト掲載種の生息が確認されてい

る。本事業はこれらの鳥類に対してバードストライ

クや生息地放棄の影響を生む可能性が高いことか

ら、日本野鳥の会らは事業の中止を求めていた。に

もかかわらず、環境影響評価方法書が作られ、事業

を進めることは日本国内はもとより国際的にも非難

の声が予想される。 

本風力発電事業に反対するとともに、中止を求め

ます。なお、この立場に立って、方法書に対する意

見を以下に述べます。 

風車から発生する騒音やシャドーフリッカーなど

の影響について、今後の調査を踏まえて影響を予測

及び評価します。 

また、ご意見のとおり、この地域ではウトナイ湖

をはじめとした鳥類の生息環境への配慮が必要であ

ると認識しております。今後、対象事業実施区域及

びその周囲において調査、その結果を踏まえて予測

及び評価を行い、専門家の意見も参考にしながら、

本事業による重大な影響を回避又は極力低減できる

よう、事業計画及び環境保全措置を検討してまいり

ます。 

【準備書における対応】 

騒音及び超低周波音についての調査、予測、評価

及び環境保全措置は「第 10章 10.1.1 大気環境」

に記載いたしました。 

風車の影（シャドーフリッカー）についての調

査、予測、評価及び環境保全措置は「第 10 章 

10.1.3 1.風車の影」に記載いたしました。 

鳥類についての専門家へのヒアリングの結果は

「第 8 章 8.2.3 専門家等からの意見の概要」に記

載し、調査、予測、評価及び環境保全措置は「第 10

章 10.1.4 動物」に記載いたしました。 

11 1、住民の健康については、貴社の和歌山県の事業

施設による地域住民への健康の影響が出ている

との報道がある。このことから地域住民の健康

に影響の及ぶ地域・範囲とその内容を明らかに

すべきです。 

「風力発電施設から発生する騒音に関する指針に

ついて（環境省、平成 29 年）」によると、風力発電

施設から発生する騒音によるわずらわしさ（アノイ

アンス）が睡眠への影響リスクを増加させる可能性

があることが示唆されており、ご指摘のような生活

環境への影響の可能性も示唆されており、風力発電

機からの騒音に特化した指標として「残留騒音に 5

デシベル加えた値以下とすること」を風車騒音に関

する指針値とすることが示されました。今後、予測

結果とこの指針との比較により、ご意見のような生

活環境への影響を評価します。 

今後、現地調査、予測及び評価を実施するととも

に、その結果は次の段階である環境影響評価準備書

に取りまとめ、説明会において結果をご説明しま

す。 

【準備書における対応】 

騒音及び超低周波音についての調査、予測、評価

及び環境保全措置は「第 10章 10.1.1 大気環境」

に記載いたしました。 

12 2、家畜については、酪農、和牛、平飼採卵鶏、ブ

ロイラー、軽種馬、緬羊の飼育施設があり、科

学的な影響調査が設定されていない。家畜に影

響が及ぶ地域・範囲とその内容を明らかにすべ

きです。 

風力発電事業における家畜等への影響について

は、現時点で影響があることは確認できておりませ

ん。また他地域の風力発電施設が存在もしくは隣接

する牧場等では、風力発電機の日陰で牛が休息して

いるといった事例もございます。 

13 3、野生動物、特に鳥類・コウモリヘの影響調査に

あたり、地域の専門家、特に野鳥の会苫小牧支

部とネイチャー研究会 in むかわの指示と助言に

沿って進めること。 

ご指摘にあります専門家や各保護団体に関して

は、配慮書段階及び方法書段階においてもヒアリン

グを行いました。同様に準備書段階においてもヒア

リングを行っております。 

【準備書における対応】 

鳥類及びコウモリ類についての専門家へのヒアリ

ングの結果は「第 8 章 8.2.3 専門家等からの意見

の概要」に記載し、調査、予測、評価及び環境保全

措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

（表は次ページに続く） 
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14 4、3 月 20 日の厚真町での説明会では参加者から多

くの意見が出た。これらの意見と回答について

も文書および web サイトで公開すべきです。3 月

18 日むかわ町と 19 日苫小牧市の各説明会も同様

に公開すべきです。 

環境影響評価法に基づく意見書として頂戴した意

見への見解（回答）については、本書をもって代え

させていただきます。住民説明会でのご発言の内容

について、公開・非公開の要望には個々に考えの違

いがあると認識しておりますが、来場された方には

風力発電に関すること、事業や風力発電全体に対す

る質問などを積極的にご発言いただきたく、発言の

抑止力にならないよう一般公開は控えさせていただ

きます。 

【準備書における対応】 

住民意見への見解は「第 6 章 6.1.2 方法書につ

いての住民等の意見の概要と事業者の見解」に記載

いたしました。 

 

表 6.1-1(7) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 9） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

15 風力はつでんは人間にはいいけど、鳥にはめいわ

くだからやめなさい。 
今後の現地調査の結果を踏まえ、本事業による影 

響を適切に予測及び評価してまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

 

表 6.1-1(8) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 10） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

16 貴重な鳥類を守るために、風力発電は反対です。 

どうぞよろしくおねがいします。 

今後の現地調査の結果を踏まえ、本事業による影 

響を適切に予測及び評価してまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

 

  

（表は前ページの続き） 
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表 6.1-1(9) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 11） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

17 評価の結果、事業中止となる基準の明示 今後、対象事業実施区域及びその周囲において調

査、その結果を踏まえて予測及び評価を行い、事業

の実施の可否を判断したいと考えております。 

【準備書における対応】 

各環境影響評価項目についての調査、予測、評価

及び環境保全措置は「第 10章 10.1 調査の結果の

概要並びに予測及び評価の結果」に記載いたしまし

た。 

18 過去に他の風力発電事業での発生した問題点及び

解決策の開示 

風力発電所にて発生した事故については、電気関

係報告規則第三条に基づき事故報告が義務付けられ

ています。事故の詳細については経済産業省のウェ

ブサイトにて再発防止対策等を含めて公開されま

す。 

19 自然環境を破壊してまで行う、この事業のメリッ

トとは？ 

事業実施のメリットに関しては、先ずは我が国の

エネルギー政策の基本的な視点である 3E＋S に貢献

すべく、発電時に温室効果ガスを排出しない低炭素

な国産エネルギー源である風力発電所を設置するこ

とで、国内のみならず、世界規模で発生している極

端な気候変動、農業・水産業、洪水・土砂災害、海

面水位の上昇、感染症の拡大、自然生態系等への甚

大な影響を回避・低減することができると考えてお

ります。 

国内におけるエネルギー・環境政策としても再生

可能エネルギーは「エネルギー安全保障にも寄与で

きる有望かつ多様で、長期を展望した環境負荷の低

減を見据えつつ活用していく重要な低炭素の国産エ

ネルギー源」として位置づけられ、風力発電施設に

よる電源供給の目標値も示されており、本事業は上

記政策に貢献し得ると考えております。 

20 事業計画説明会を開いてほしい。 事業の実施には、地域の皆様にご理解をいただく

必要があると考えており、状況に応じて住民説明会

等、 

地域の皆様へ説明する機会を設けられるよう適切に

対応してまいります。 

21 人及び家畜に影響を 0 にしてほしい。 環境への影響をできるだけ低減できるよう、今後

の調査を踏まえて環境保全措置を検討してまいりま

す。 

【準備書における対応】 

各環境影響評価項目についての調査、予測、評価

及び環境保全措置は「第 10章 10.1 調査の結果の

概要並びに予測及び評価の結果」に記載いたしまし

た。 

 

  



6.1-12 

(368) 

表 6.1-1(10) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 12） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

22 1km 離れた洋上への建設を希望します。 洋上風力に関しても今後、導入が期待される電源

となりますが、本事業については陸上の海岸付近で

計画しております。地域の皆様に事業についてご理

解いただけるよう、取り組んでまいります。 

 

表 6.1-1(11) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 13） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

23 標記風力発電事業に係る環境影響評価方法書のパ

ブリックコメント募集にあたって、当協会の意見を

述べます。 

当協会は、風力発電など再生可能エネルギーの利

用には反対するものではありませんが、事業地域の

選定にあたっては、工事および風車の稼働によって

該当地域周辺の自然環境（生態系の保全）や住民の

健康に影響を及ぼさないように十分な配慮をしなけ

ればならないと考えております。そのような観点か

らは、本事業計画は対象事業実施区域（以下、事業

予定地という）およびその周辺に見られる極めて貴

重な、鳥類を含む自然生態系にいちじるしい悪影響

を与えるとともに、周辺住民の健康や生業への影響

も危惧されることから、本事業計画を中止すること

を求めます。 

あえてお伝えしますと、本事業計画は、現地の事

情の知らない事業者が、北海道の人家もほとんどな

く広大な原野に囲まれ、周辺に障害物も少なく、他

の事業者も手を付けていない、かつ港にも近い場所

に飛びついたという印象を受けます。事業予定地は

国内で最初のサンクチュアリであるウトナイ湖をは

じめとする、環境省が「生物多様性国家戦略 2012-

2020」を受けて策定した、「生物多様性の観点から

重要度の高い湿地（重要湿地）」である「厚真水田

および鵡川水田、勇払原野湿原群、および鵡川河

口」の 3 つの湿地に取り囲まれた地域です。このよ

うなところに風力発電施設の建設を計画すること自

体が暴挙に等しいことです。少なくても北海道を知

る業者ならここは野鳥聖域という認識があり、誰も

手を出さない場所と思います。このような事業者の

感覚は、計画段階環境影響配慮書において事業実施

想定区域を示す十数枚の写真がすべて冬季の白一色

の写真であり、該当区域の植生や環境の様子がまっ

たく伺えないものであったことからも推定できま

す。 

第 7 章の計画段階環境影響配慮書についての住民

等の意見に対する回答では、「・・・適切な方法に

より予測および評価を実施し、○○の改変を避ける

ことなどにより、影響の回避または十分な低減を図

ります。」との回答の羅列ですが、今後調査が進め

ば進むほど、事業予定地で本事業を操業できないこ

とが明らかになることと思います。 

速やかに本事業の撤退を決められることをお勧め

いたします。 

以下に環境影響評価方法書に対する当協会の意見

を述べます。 

 

（表は次ページに続く） 
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 1．周辺住民への健康影響の危惧について 

風力発電機に起因する住民への健康被害の問題は

国内外の実例から明らかであり、風力発電事業に関

わる環境アセスメントにおいて大きな問題の一つで

す。 

（1）第 4 章（245 頁）の表 4.3-3）によると、風力

発電機の設置対象である事業予定地から 0.5～

1.0km の距離にある配慮が特に必要な施設（住

宅等）が、厚真町では 24 戸あり、むかわ町で

は 6 戸ある。同じく距離が 1.0～1.5km では、

厚真町、むかわ町ともに 9 戸あり、距離が 1.5

～2.0km では、厚真町では 29 戸あり、むかわ

町では 10 戸ある。現在国内外で、3km ほどの

離隔距離でも風力発電機による低周波による

健康被害が知られており（武田 2013)、これら

の合計 87 戸の住民は健康被害を被る可能性が

ある。事実、本方法書の(243 頁）の「（3）予

測結果」においても、「事業実施想定区域（風

力発電機の設置対象の）から 2.0kmの範囲にお

ける配慮が特に必要な施設等は合計 87戸、（中

略）これらの配慮が特に必要な施設等は風力

発電機の騒音、超低周波音による影響を受け

る可能性がある。」と述べている。一方、これ

に対して、（（246 頁）の「（2）評価結果」で

は、「事業実施想定区域の設定では、配慮が特

に必要な施設等から 500m の範囲には風力発電

機を設置しないこととしており、風力発電機

から配慮が特に必要な施設等までの距離を

500m 以上確保していることから、実行可能な

範囲内でできる限り低減され、又は低減され

ていると評価する。」としている。しかし、

「500m 以上確保していることから、実行可能

な範囲内でできる限り低減され、又は低減さ

れている」と評価（判断）している科学的根

拠がまったく示されていない。評価したから

にはその理由があるはずである。それがな

い。 

さらに重要なことは、2km 以内では超低周

波音による健康への影響の可能性があること

を認めているにもかかわらず、「実行可能な範

囲内でできる限り低減され、又は低減されて

いる」として、被害を切り捨てている。人間

の健康被害に関しては、「実行可能な範囲内で

できる限り低減され、又は低減されている」

という評価（判断）は許されるものではな

い。私たちは熊本水俣病を初めとする各地で

の“公害病”の経験から、健康被害の可能性

が考えられる場合には予防原則の立場から対

応すべきことを学んだはずである。「低減す

る」のではなく、「回避を図り」、SDGs の精神

に立って、「誰一人も取り残さない」ようにす

べきである。 

ご指摘のとおり、住民の方々への配慮が必要であ

ると認識しております。今後、対象事業実施区域及

びその周囲において調査、その結果を踏まえて予測

及び評価を行い、専門家の意見も参考にしながら、

本事業による重大な影響を回避又は極力低減できる

よう、事業計画及び環境保全措置を検討してまいり

ます。 

【準備書における対応】 

騒音及び超低周波音についての調査、予測、評価

及び環境保全措置は「第 10章 10.1.1 1.騒音及び

2.超低周波音」に記載いたしました。 

 

24 （2）（251頁）の「4.3.3風車の影」でも同じく、人

の健康をないがしろにしている。すなわち、

2km 以内にある住宅等 87 戸には風車の影による

影響を受ける可能性があることを認めているに

もかかわらず、(252 頁）の「（2）評価結果」で

は、「事業実施想定区域の設定では、配慮が特

に必要な施設等から 500mの範囲には風力発電機

を設置しないこととしており、風力発電機から

ご指摘のとおり、住民の方々への配慮が必要であ

ると認識しております。今後、対象事業実施区域及

びその周囲において調査、その結果を踏まえて予測

及び評価を行い、専門家の意見も参考にしながら、

本事業による重大な影響を回避又は極力低減できる

よう、事業計画及び環境保全措置を検討してまいり

ます。 

【準備書における対応】 

（表は次ページに続く） 

（表は前ページの続き） 
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配慮が特に必要な施設等までの距離を 500m以上

確保していることから、実行可能な範囲内でで

きる限り低減され、又は低減されていると評価

する。」としている。上記同様に、2km 以内の住

宅の人々に対する風車の影による影響を無視し

ている。「低減する」のではなく、「回避」すべ

きである。 

風車の影についての調査、予測、評価及び環境保

全措置は「第 10章 10.1.3 1.風車の影」に記載い

たしました。 

25 （3）第 4 章（246 頁）「（2）評価結果」の【方法書

以降の手続きにおいて留意する事項】にある

「風力発電機の選定状況に応じたパワーレベル

を設定したうえで予測計算を行うとともに、騒

音及び超低周波音の影響の程度を把握し、必要

に応じて環境保全措置を検討する」とあるが、

もし、準備書を作成するのであれば、選定した

風力発電機のメーカー名・機種・仕様などを公

表していただきたい。 

準備書段階で、パワーレベル等の予測条件を記載

します。 

選定予定の風力発電機メーカー等の情報について

は、メーカーとも協議のうえで公表の可否を判断し

ます。 

【準備書における対応】 

風力発電機のパワーレベル等の予測条件は「第 10

章 10.1.1 1.騒音及び 2.超低周波音」に記載いた

しました。なお、風力発電機のメーカー名等の情報

は発注前の段階であるため控えさせていただきま

す。 

26 2．地形への影響について 

（1）鵡川周辺の海岸は、北海道で海岸侵食速度が

もっとも大きい（3m／年以上）ところである

（濱田 2011）。対象事業区域東部では、風力発

電機の設置対象地域は海岸線から遠いところ

で距離約 600m、近いところで約 250m であり、

一帯は砂浜あるいは砂丘の砂質土壌である。

一般に風車の風下側は数 100m にわたって風が

強まると言われているが、地形への影響を評

価するためには風況の変化による砂の移動の

検討が必要である。 

後流は風速欠損の要因であり、ブレード回転面の

高さにおいて平均風速が弱まります。一方、地上付

近のタワーの背後でも同様に風速が低下しますが、

風速はすぐに回復します。海岸浸食に影響するよう

な河川上流からの砂の供給量や、沿岸漂砂の流れに

変化を及ぼすものではないと考えております。 

27 （2）第 3章 p.54の図 3.1-14では、事業予定地（風

力発電機の設置対象外）が「日本の典型地

形」（国土交通省国土地理院）による典型地形

である勇払原野（砂州・浜堤）に含まれてい

る。「日本の典型的地形」は国土地理院が、

「本調査は、身近な自然環境の基盤となる地

形に関心を持ち、理解を深めてもらうことを

目的として（中略）現地において一目で把握

できる規模のものを対象（中略）これから地

形を学ぼうとする学生、生徒の皆さんなどが

実物に接しながら地形を理解する際に、この

『日本の典型地形』を役立てていただければ

幸いです」として作成したものである。した

がって、図 4.3-4のように、一部とはいえ「日

本の典型的地形」を含めることは論外であ

る。最初から「日本の典型的地形」であるこ

とを知りながら、風力発電機の設置対象外と

は言え、事業予定地に含めるとは、事業者の

見識を疑わざるを得ない。 

事業計画の具体化に伴い、対象事業実施区域に

「日本の典型地形」は含まれないこととなりまし

た。 

28 3．海浜植生への影響について 

第 3章（109頁）の図 3.1-27（3）に示されている

厚真川より東部の事業予定地には、日本の植生の中

でもっとも自然度の高い（植生自然度 10）ハマニン

ニク－コウボウムギ群集（砂浜植生）が海側一帯を

占有している。また、内陸側にはいずれも植生自然

度 10の湿地植生であるヨシクラス、ヒルムシロクラ

ス、および塩沼地植生が広がっている。ここには胆

振東部の海岸一帯の中でもっとも典型的な海浜群落

の帯状分布が、幅 230mにわたって維持されている：

海岸汀線側に自然裸地帯が分布し、内陸に向かって

ハマニンニク－コウボウムギ群集内の 2 群落型であ

本事業の影響を予測及び評価する上で、重要種の

生育位置及び重要群落の分布位置を把握することは

重要であると考えております。その上で、ご指摘い

ただいた点を可能な限り考慮した予測及び評価に努

めてまいりますが、要望されている点については、

一事業者で行うアセス事業の範疇からは逸脱してい

る面もあるかと思慮いたします。 

現地調査結果及び事業計画を踏まえ、専門家への

助言を仰ぎながら、より適切な予測及び評価に努め

てまいります。 

【準備書における対応】 

植物についての調査、予測、評価及び環境保全

（表は次ページに続く） 

（表は前ページの続き） 
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るハマニンニク－ハマエンドウ群落帯とヤマアワ－

ホソバナソモソモ群落帯が分布している（淺川ほか

2007）。ここでは個々の重要種や重要群落を保護す

ることも重要であるが、それ以上に重要なことは典

型的な帯状分布を形成する生態系を保護することで

ある。 

海岸地域は、強風による砂の移動、塩分飛沫を含

む強風、土壌の貧養性、地表面の乾燥、暴浪による

浸食などに由来する生理的なストレスや不定期な撹

乱などの厳しい環境条件下にある（島村ほか

2007）。植物に対するストレスの強さや撹乱の規模

は内陸方向の海風や波浪の減衰に伴って次第に減少

する。海岸植生の帯状分布は、異なるストレス強度

や撹乱規模に対して、耐性の異なる構成種群が微妙

な動的平衡状態を保ちながら出現することで成立し

ている。 

「（仮称）苫東厚真風力発電事業計画段階環境配慮

書」に対する環境大臣意見（2020 年 8 月）および経

済産業大臣意見（2020 年 8 月）では、以下の要望が

出されている。「風力発電設備等の配置等の検討に

当たっては、現地調査により自然度の高い植生が存

在する区域を明らかにした上で、植物及び生態系へ

の影響について予測及び評価を行うこと。また、そ

の結果を踏まえ、既存道路等を活用することによ

り、自然度の高い植生等の改変を回避又は極力低減

すること。」 

方法書ではこれらの意見を受けた対応として、重

要種を含む植物相調査と、植生調査が計画されてい

る。しかしながら植生調査位置図（第 6 章 414 頁 

図 6.2-6(1-1)および 415 頁 図 6.2-6(1-2)）に示さ

れた調査地点の配置計画では、意見にある「植物及

び生態系への影響について予測及び評価を行うこ

と」ができない。すなわち、重要種や重要群落の分

布（位置情報）の把握だけでは、風力発電機や作業

道路の設置計画に対する参考になっても、風力発電

機設置が帯状分布に与える影響を評価することがで

きない。 

風力発電機の設置がもっとも保全すべき自然であ

る帯状分布に与える影響を予測評価するために以下

の 2 点を要望する。 

1）現況の海風の強さと海風が運ぶ海塩と砂粒の移

動量を測定して植生分布の関係を明らかにする

こと。 

2）上の結果をもとに風力発電機の設置による風況

の変化をシミュレーションして、植生の帯状分

布に与える影響を予測し、悪影響が予測された

場合はそれを回避する方法を構築すること。そ

れができないのであれば、風力発電機の建設は

中止すべきである。 

措置は「第 10 章 10.1.5 植物」に記載いたしまし

た。 

29 4．極めて大きい鳥類への影響について 

本事業予定地を含む苫小牧市東部から厚真町、む

かわ町にまたがる勇払原野は、日本で最初の野鳥の

聖地「バードサンクチュアリ」そしてラムサール条

約登録湿地であるウトナイ湖を有するほか、事業予

定地の西側と北側、および東側には「重要野鳥生息

地」（IBA）と「生物多様性の保全の鍵になる重要な

地域」（KBA）が広がっている。また、事業予定地の

南東約 5km の鵡川河口付近は北海道により鳥獣保護

区に指定されている。これらの地域は、希少種を中

心とした野生動植物の重要な生息地として世界的に

チュウヒに関しては、今年から実施している前倒

し環境調査において、渡来する 4 月以降は毎月 2 回

の調査を実施することとし、複数年の調査も予定し

ております。本種については生息状況のほか、行動

圏の内部構造を把握するとともに、営巣に関する情

報も十分に確認できるよう努めてまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全

措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

（表は前ページの続き） 

（表は次ページに続く） 
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認知されている。しかし、多くの生物種や個体群は

これらの地域内だけで生息・維持されているもので

はなく、周辺の自然度の高い湿原や草原、湖沼、河

川などを含む隣接周辺域も利用して生息している。 

事業予定地の一部を含む勇払原野には、これまで

277種の鳥類が観察されている（石城 1987）。ウトナ

イ湖で今までに確認された鳥類は 270 種以上であり

（日本野鳥の会 HP）、法的な保護対象種である国内

希少野生動植物種および天然記念物に指定されてい

る鳥類として、マガン・タンチョウ・オジロワシ・

オオワシ・シマクイナ・ヘラシギ・チュウヒ・ハヤ

ブサなどが確認されている（日本野鳥の会 未発

表）。それ以外にも、環境省および北海道のレッド

リスト掲載種が事業予定地で多数生息していること

が確認されている。 

このように、事業予定地は鳥類の生物多様性にお

ける国内でももっとも重要なホットスポットのひと

つである。方法書では、これらの選定・指定区域を

事業予定地から除外したことで、野生動物への重大

な影響は回避・低減されると評価しているが、風力

発電施設の建設は、上記のように選定・指定区域に

隣接する地域も利用している多くの鳥類の風車衝突

事故を引き起こす可能性があり、また風力発電機の

障壁効果により鳥類の移動経路の変更を強いられる

とともに生息地放棄をもたらすとも考えられ、その

評価は不適切であると言わざるを得ない。 

大きな影響が危惧される希少鳥類種のうち、とく

に現時点で事業予定地内および周辺での生息状況が

ある程度把握されているものとして、チュウヒ・タ

ンチョウ・オジロワシ・オオワシ・マガン・オオジ

シギなどがある。以下に、既存知見に基づきこれら

の種について考えられる本事業による影響と保全に

向けた意見を述べ、続いて方法書における鳥類への

調査手法に対する意見を述べる。 

 

チュウヒ 

絶滅危惧 IB 類、国内希少野生動植物種に指定

されているチュウヒは、北海道の個体群の 1/4 以

上が苫小牧市からむかわ町の湿性草原に生息する

とされる。事業予定地およびその周辺を調査して

いる研究者によれば、区域内には一夫多妻制や繁

殖のやり直しを行うつがいも過去に見られたが、

最大 7 つがいのチュウヒの営巣が確認され、他に

は類をみないほど高い繁殖密度や繁殖成功率であ

ることから、国内外における最重要繁殖地のひと

つであると考えられる。したがって、その生息環

境の維持・保全は北海道の個体群の存続にも大き

く関わると考えられ、風車の建設やそのほかの環

境の改変は決して行われるべきではない。一方、

厚真町からむかわ町エリアで繁殖するチュウヒの

繁殖成功率は近年低下傾向が示されており、風車

建設による繁殖阻害要因の増大で繁殖状況がさら

に悪化する可能性もある。 

30 タンチョウ 

国内希少野生動植物種、国の特別天然記念物、

および絶滅危惧Ⅱ類であるタンチョウは、厚真川

河口域から浜厚真湿地にかけてつがいの生息と営

巣が確認されているほか、近年では越冬個体も観

察されている。近年、主要な繁殖エリアである北

海道東部では営巣数が過密となり、営巣地が道央

タンチョウに関しては、配慮書段階や方法書段階

においても専門家の方々や各自然保護団体等からご

意見をいただいているほか、ご指摘の既存文献等に

ついても把握に努めております。 

今後、現地調査を行い、当該地域における生息

や繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積

していくとともに、現地調査及び解析の結果を踏ま

（表は前ページの続き） 
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や道北に分散している。分散して繁殖するつがい

は、タンチョウの健全な個体群維持のためにも重

要といえる。したがって、上記地域で初めて繁殖

を開始したタンチョウのつがいは極めて貴重であ

る。このような繁殖つがいへの悪影響は確実に回

避すべであり、そのためには、営巣地を中心とす

る 3～4km2の範囲（正富・正富 2009）や移動経路

などにおける風車の設置は回避する必要がある。

一方、須田(2018：2017 年度酪農学園大学卒業論

文研究）によれば、このつがいの過去の営巣地と

繁殖期前半の行動圏は事業予定地にある。また、

現在でも、このつがいやむかわ町周辺で生まれた

個体が本事業予定地内を利用していることもわ

かっている。そのため、風力発電の建設は、繁殖

可能地の消失をもたらすこととともに、タンチョ

ウの風車衝突事故を引き起こす可能性がある。 

えた専門家及び各自然保護団体等によるご意見、国

内の風力発電施設において実施されている事後調査

結果等から総合的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

タンチョウについての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 

31 オジロワシ・オオワシ 

ともに国内希少野生動植物種、国の天然記念

物、および絶滅危惧Ⅱ類に指定されている。オジ

ロワシについては、事業予定地周辺域において 3

つがいの営巣地を確認されている。さらに、毎年

2 月に実施されているオオワシ・オジロワシ合同

調査グループによるカウント調査によれば、事業

予定地に隣接する鵡川下流域から鵡川海岸にかけ

て、例年、オジロワシとオオワシとを合わせて 10

個体前後が確認されていることから、事業予定地

周辺の厚真川河口や海岸部周辺においても、越冬

個体が生息している可能性が高いと考えられる。 

オジロワシは国内外において、風力発電機への

衝突リスクが非常に高い種であることがわかって

いるほか、営巣地周辺における風力発電機の建設

が繁殖成功率の低下や個体群の衰退を招くことも

報告されている（Dahl et al. 2012）。個体群を

圧迫する主要因となるこれらの影響を回避するた

めには、繁殖期であれば営巣地から半径 3km 以内

での風力発電機建設を避ける必要がある（Krone 

and Treu 2018, LAG-VSW 2007, MUGV 2012)こと

などを、事業者は十分に認識して対応すべきであ

る。一方、国内ではとくに越冬期にオジロワシの

風車衝突事故が多く確認されており（白木 

2012）、繁殖するオジロワシの留鳥に加え、越冬

期に生息するオオワシ、オジロワシの風力発電機

への衝突事故の回避も必要である。 

今後、希少猛禽類調査だけでなく、その他の項目

の調査でも両種が確認された場合には記録してまい

ります。また、ご意見にありますように、越冬期に

おける生息状況についても把握してまいります。 

現地調査により、当該地域における生息や繁殖の

有無、渡来状況等といった基礎情報を集積していく

とともに、準備書段階では、年間予測衝突数の算出

等による定量的な影響予測を行ってまいります。ま

た、現地調査及び解析の結果を踏まえた専門家及び

各自然保護団体等によるご意見、国内の風力発電施

設において実施されている事後調査結果等から総合

的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

オジロワシ及びオオワシについての調査、予測、

評価及び環境保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」

に記載いたしました。 

32 オオジシギ 

準絶滅危惧種であるオオジシギについては、計

画地内で多数が繁殖していることがわかっている

（日本野鳥の会 2006）。一方、国内ではオオジシ

ギのバードストライクが発生しており（浦 

2015）、繁殖期にディスプレイフライトを行うオ

オジシギは、風力発電機に衝突しやすい鳥類であ

ると考えられる。そのため、風力発電機の建設に

よって、繁殖攪乱や営巣環境悪化による営巣地の

減少・消失や風力発電機衝突事故が発生すること

が予想される。一方、勇払原野においては過去 15

年間で約 30％の個体数が減少している（浦ほか 

2017）ことが報告されており、この風力発電施設

の建設がオオジシギ個体群の存続に悪影響をおよ

ぼす可能性がある。 

オオジシギについても、今後の現地調査により、

その渡来時期や個体数のほか、利用実態等の把握に

努めてまいります。 

【準備書における対応】 

オオジシギについての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 

33 マガン 

国の特別天然記念物および準絶滅危惧種である

今後、現地調査を行い、当該地域における生息や

繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積し

（表は前ページの続き） 

（表は次ページに続く） 
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マガンを主とするガン類にとって、事業実施地区

周辺の厚真町やむかわ町は、主にウトナイ湖を塒

とする春の渡り中継地として重要な場所である。

先崎（2012）は、この地域の海岸部から内陸にか

けての農耕地や水田、牧草地がガン類にとって重

要な餌場となっており、厚真町内のいくつかの沼

が塒となっており海岸線を渡り移動する個体がい

ることを報告している。また、事業予定地内にマ

ガンの塒、採餌場所、塒と採餌場所の間の移動経

路があることも確認されている（日本野鳥の会 

未発表資料）。2013／2014 年には厚真町浜厚真で

マガン 198 羽が越冬したのが確認されている（谷

岡、私信）。これらのことから、この風力発電施

設の建設はマガンに対し、風力発電機衝突事故の

ほか生息地放棄や移勧経路妨害などの悪影響をも

たらすことが予測され、事業実施地区周辺を中継

地として利用してきたマガンの個体群の存続に大

きな影響を与える可能性がある。 

ていくとともに、準備書段階では、年間予測衝突数

の算出等による定量的な影響予測を行ってまいりま

す。また、現地調査及び解析の結果を踏まえた専門

家及び各自然保護団体等によるご意見、国内の風力

発電施設において実施されている事後調査結果等か

ら総合的に影響予測を行ってまいります。 

34 方法書における鳥類への調査手法に対する意見 

・タンチョウの調査について 

事業予定地周辺のタンチョウの繁殖実績や生

息地としての利用については配慮書段階におい

て有識者ヒアリングなどで情報を得られている

が、本方法書では、影響の評価にあたり特定の

調査地を設定せずにタンチョウが利用しそうな

環境を適宜踏査し、観察されれば行動などを記

録するといった、不明瞭な手法が記載されてい

る。想定している利用しそうな環境とはどのよ

うな環境であるのか、およびアシ原では確認し

やすいとはいえないタンチョウを各月 3 日間の

調査で、どのように確実に確認し、観察、行動

追跡等するのかを具体的に示していただきた

い。 

一方で、タンチョウは近年、本事業予定地を

含む道央圏への進出・定着が開始された段階で

あり、環境省による環境研究総合推進費（H24～

H26）による成果として公表されている潜在営巣

適地地図において、事業予定地周辺が利用確率

の高い場所として示されている（研究課題名

【4D-1201】シマフクロウ・タンチョウを指標と

した生物多様性保全－北海道とロシア極東との

比較 

https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin

/kadai/syuryo_report/h26/pdf/4D-1201.pdf）。

タンチョウの個体群の保全において、営巣地域

の拡大は極めて重要であることから、方法書で

は現在生息している個体への影響だけではな

く、将来的に重要とされる繁殖適地に対する事

業による影響の評価をどのように実施するの

か、その手法を明記すべきである。 

タンチョウに関しては、方法書にお示ししている

任意観察調査の他、一般鳥類調査、希少猛禽類調査

といった調査においても、確認に努めるとともに、

確認された際には、その生息状況、確認環境等を記

録するとともに、繁殖状況の確認にも留意して調査

を実施してまいります。 

現地調査により得られた、当該地域における生息

や繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積

していくとともに、現地調査及び解析の結果を踏ま

えた専門家及び各自然保護団体等によるご意見、国

内の風力発電施設において実施されている事後調査

結果等から総合的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

タンチョウについての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 

35 ・重要なスズメ目鳥類種の調査について 

重要種であるオオジシギやアカモズに対する

影響を科学的に評価するためには、方法書に述

べられている一般鳥類調査だけでは不十分と考

えられる。それぞれの種に対し、精度の高い繁

殖密度や分布推定のために最適な調査頻度、時

間帯、調査地点等について再検討し、個別の調

査手法を設定すべきである。 

鳥類の生息種に関する確認については、方法書に

記載されている実施時期もしくは調査手法等以外に

も、他の調査項目においても極力確認を行ってまい

ります。その上で、影響予測に際して適したモデル

の検討を行う等、定量的にお示しできるよう努めて

まいります。 

【準備書における対応】 

鳥類の調査方法については「第 8 章 8.2.1 調

査、予測及び評価の手法」及び「第 10 章 10.1.4

動物」に記載いたしました。 

（表は次ページに続く） 
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36 ・チュウヒの調査について 

事業予定地を含む調査地で実施された研究の

なかで、チュウヒの生息・繁殖特性について記

載された複数の文献が公表されている。配慮書

における有識者ヒアリングにおいてもそれらを

活用すべきことが述べられているにもかかわら

ず、方法書に示されている調査方法は、これら

の知見を引用・参照したとは考えにくいものと

なっている。 

チュウヒの巣立ち雛の確認は 7月半ば～8月は

じめに集中的に実施する必要があるが（Senzaki 

et al. 2015、Senzaki & Yamaura 2016、Senzaki 

et al. 2017）、巣立ち時期はペア間のばらつき

が大きいことから、方法書にあるように 1 ヵ月

に連続した 3 日間しか調査されない場合、全ペ

アの繁殖成績を正確に把握できない可能生が高

い。調査手法を再検討すべきである。 

一方、チュウヒの繁殖ペア数と湿地面積の関

係を明らかにした Senzaki et al.（2017）で

は、東側の事業予定地にある湿地を含む勇払原

野を対象として 4 年間の調査を行い、チュウヒ

の繁殖の有無とヨシ原面積の間には明確な関係

があるとは言えないこと、および東側の事業予

定地内の湿地では毎年 1～2 ペアのチュウヒが繁

殖していることを示している。また、この論文

では、営巣地周囲 500m の採食環境の消失と同

2km 以内の人工構造物の増加がチュウヒのペア

数や繁殖成績に大きく悪影響することを明らか

にしている。東側の事業予定地は 0.4km×2km 程

度で、上記の研究結果をふまえると、ここに風

力発電機が 1 基でも建設される、あるいは作業

用道路建設などによる多少の改変がなされるだ

けであっても、チュウヒの繁殖成績が低下した

り、繁殖ペア自体が減少したりすることが予測

される。このように、すでに公表されている文

献の科学的知見からは、仮に計画通り施設を建

設した場合にはチュウヒに対する深刻な悪影響

を回避することは困難であることが予想され

る。したがって、どのようにその影響を回避

し、当該地域のチュウヒ個体群を保全していく

のか、科学的根拠に基づく考えを示していただ

きたい。そして、そのような科学的根拠が現時

点で不十分であるならば、その根拠を提示する

ために必要な調査手法についても明らかにすべ

きである。 

チュウヒに関しては、今年から実施している前倒

し環境調査において、渡来する 4 月以降は毎月 2 回

の調査を実施することとし、複数年の調査も予定し

ております。本種については生息状況のほか、行動

圏の内部構造を把握するとともに、営巣に関する情

報も十分に確認できるよう努めてまいります。 

現地調査の結果及び事業計画を踏まえ、専門家へ

ご助言を仰ぎつつ、本種に対する影響を予測及び評

価してまいります。 

【準備書における対応】 

チュウヒについての調査、予測、評価及び環境保

全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしま

した。 

37 ・調査圧によるチュウヒやその他の種への悪影響に

ついて 

事業予定地においては、鳥類のみならずさま

ざまな生物相の調査が実施される予定である

が、ヨシ原の踏査や定点観察などが、そこに生

息する生物種に対して悪影響を及ぼす可能性を

否定できない。たとえば、事業予定地の最重要

種のひとつであるチュウヒに対しては、春から

夏にかけてのヨシ原での踏査は繁殖に悪影響を

与える可能性があり、非繁殖期である秋・冬

シーズンの踏査は、翌春の営巣環境を悪化させ

る恐れがある。方法書では具体的にいつ、どこ

で、どのような調査が実施されるのかが明確に

記されていないが、調査圧による重要種をはじ

めとするさまざまな生物種ヘの影響が回避でき

チュウヒの調査に関しては、専門家からのご意見

を参考にしつつ、車中からの観察や、営巣場所と思

われる場所から半径 500m以内には調査員を配置しな

い等、可能な限り調査圧をかけないよう、工夫して

実施してまいります。 

その他の項目の調査の際にも、チュウヒの動向に

は留意して実施するとともに、詳細な調査手法等に

ついては、準備書においてお示しさせていただきま

す。 

【準備書における対応】 

チュウヒについての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 
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るような調査手法や調査行程を、具体的に明示

していただきたい。 

38 ・一般鳥類の調査地点について 

一般鳥類の定点観察や越冬期調査の観察地点

に偏りがあり、とくに北西部は空白地帯となっ

ている。風力発電機建設の予定はなくとも、関

連設備の設置や工事などによる影響が考えられ

ることから影響評価は必要であり、そのために

必要なデータを得るために、調査地点を再設定

していただきたい。 

対象事業実施区域の北西側については、風力発電

機の設置対象外とし、この部分には既設道路を利用

して送電線を通すことを検討しているため、現時点

では、北西側に調査地点を設定することは検討して

おりません。 

39 ・工期について 

チュウヒ・タンチョウ・オオジシギ・アカモ

ズなどの重要種の営巣地や生息地あるいは工事

の悪影響が立証されている生息地の数 100m 以内

と考えられる範囲で繁殖期に工事が予定されて

おり、繁殖や生息に対する攪乱となる恐れがあ

る。工期は、少なくとも攪乱による悪影響のな

い時期に設定されるべきである。 

工期の設定の際には、ご意見いただいた点を踏ま

えて検討いたします。 

40 以上のように、本事業予定地は、複数の保護区に

隣接し、これらの保護区内における希少種を含む鳥

類群集の維持・保全のために必要不可欠な場所であ

ることから、鳥類にとって二次元的および三次元的

に環境改変をもたらす風力発電機の施設は極めて不

適当である。さらに、既にわかっている重要種の生

息状況に鑑み、それらへの重大な影響は回避・低減

されるとした方法書における評価は不適切であると

言える。以上のことより、鳥類保全の観点から、本

事業の中止を強く求める。 
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白木彩子（ 2012）北海道におけるオジロワシ

Haliaeetus albicilla の風力発電用風車への衝

突事故の現状．保全生態学研究，17:85-96. 

武田恵世（2013）風力発電と健康被害の実態．北海

道の自然，51:3-10. 

浦達也（2015）風力発電が鳥類に与える影響の国内

事業．Strix,31:3-30. 
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葉山政治・大畑孝二・富岡辰（2017）北海道勇

払原野におけるオオジシギの繁殖個体数の変

化．日本鳥学会 2017 年度大会講演要旨 

41 追記 

方法書に対する意見書の受付期間についてたいへ

ん混乱しているようです。 

1．御社のホームページでは、受付期間末の変更

が、当初は「令和 3 年 3 月 10 日（金）までを令

和 3 年 3 月 26 日（金）までに延長」となってい

ました。これは「令和 3 年 3 月 19 日（金）まで

を令和 3 年 3 月 26 日（金）までに延長」の間違

いです。私たちの指摘で現在は修正されており

ます。 

2．御社のホームページにある「10.問い合わせ先」

に電話したところ、方法書に関するメッセージ

アナウンスの中で、「受付期間は令和 3 年 2 月 1

日月曜日から令和 3 年 3 月 19 日金曜日までで

す」とアナウンスしていました。26 日までの延

長が修正されていませんでした。私たちの指摘

で現在は修正されております。 

案内について混乱があり、失礼しました。今後こ

のようなことが無いよう、掲載内容の十分な確認に

努めてまいります。 

注：網掛け部分については、生息地保全の観点から、縦覧版図書では非公開とした。 

  

（表は前ページの続き） 
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表 6.1-1(12) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 14） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

42 私たちはこれまで、「日本野鳥の会」ともに再

三、調査を行い、その結果に数的な根拠を添えて示

しお伝えしてきた「苫東厚真風力発電計画予定地の

環境」のことが、何も伝わっていないことを遺憾に

思う。 

貴重な浜厚真など勇払原野の自然を破壊する「苫

東厚真風力発電」について、その目的、効果、必要

性を今一度、検証し改めて撤退すべきであると考え

る。 

太古以来の生物の営みを破壊してまで、20 年から

25 年の稼働でしかない「苫東厚真風力発電事業」を

推し進めるのは、豊かな自然を未来の世代に引き継

ぐためにも許しがたいこと、と考える。 

「自然」は微妙なバランスの上に成り立ち、一

度、壊れてしまうと、もう二度とは戻らない。さら

に、計画地を含む苫小牧市東部から厚真町、むかわ

町にまたがる勇払原野は、水鳥たちの世界的に重要

な生息地であるラムサール条約登録湿地のウトナイ

湖がある場所であり、渡り鳥の重要なフライウエイ

が存在している。 

都市圏から遠く離れた北海道の市町村では一次産

業に携わる者が多い。農業にしても漁業にしても、

土地にあった長年の経験からの労働の上に成り立っ

ている。特に一次産業に携わる者やこの地域に住む

者は「自然とともに」生きている。それは、都市圏

に住む者には想像しがたい「心の豊かさ」を生んで

いる。だからこそ、地域に生きる者は誇りにも思う

し、それがあるからこそ、故郷である。こんな故郷

をこれからも大切にしたいと考えるものである。 

ご意見のとおり、この地域ではウトナイ湖をはじ

めとした鳥類の生息環境への配慮が必要であると認

識しております。今後、対象事業実施区域及びその

周囲において調査、その結果を踏まえて予測及び評

価を行い、専門家の意見も参考にしながら、本事業

による重大な影響を回避又は極力低減できるよう、

事業計画及び環境保全措置を検討してまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

43 1、タンチョウ 

国の特別天然記念物、絶滅危惧種Ⅱ類のタンチョ

ウは 2011 年からむかわ町周辺に定着・繁殖してい

る。このつがいは、2017 年に浜厚真で営巣し、オス

／標識 318が育っている。昨年 2020年にはむかわ町

に「1つがい」と厚真町に「1つがい」が確認されて

いる。むかわ町においては営巣し、ヒナを育てた。

厚真町のつがいは「若いつがい」であり、来年度の

繁殖が期待されている。むかわ町の湿地と浜厚真の

湿地は断続的ではあるが繋がっており、2 つのつが

いは行き来している。 

また、道央圏に進出しているタンチョウたちは石

狩低湿地や勇払原野を通って越冬地へ、また、繁殖

地へと移動している。彼らの飛行ルートは多くの記

録で解明されつつあり、むかわ町・厚真町周辺のタ

ンチョウたちは特に計画地内や周辺を頻繁に利用し

ていることが分かっている。このタンチョウたち

は、「環境省のタンチョウ生息地分散計画」のパイ

オニアであり、計画地である浜厚真湿地を保全する

ことが必要である。営巣地の消失につながるこの計

画は直ちに撤回していただきたい。 

本事業における現地調査は、今年から前倒し環境

調査として猛禽類を対象に調査を実施しておりま

す。その際にタンチョウについても確認を行いなが

ら進めております。今後予定している現況調査を実

施し、その結果を踏まえて予測及び評価を行い、専

門家の意見も参考にしながら、本事業による重大な

影響を回避又は極力低減できるよう、事業計画及び

環境保全措置を検討してまいります。 

【準備書における対応】 

タンチョウについての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 

44 2、オジロワシ・オオワシ 

国の天然記念物、絶滅危惧Ⅱ類に指定されている

オジロワシは計画地周辺に営巣しており、昨年 2020

年の春には 2 羽の幼鳥を確認している。浜厚真海岸

線は彼らの餌場であり、小高い砂山、流木の上にい

る彼らを確認するのは容易である。今年 2021年は幼

今後、現地調査を行い、当該地域における生息や

繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積し

ていくとともに、準備書段階では、年間予測衝突数

の算出等による定量的な影響予測を行ってまいりま

す。また、現地調査及び解析の結果を踏まえた専門

家及び各自然保護団体等によるご意見、国内の風力

（表は次ページに続く） 
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鳥こそ、確認できなかったが、いつもの個体の確認

はある。鵡川では 2 月にオジロワシ・オオワシ調査

をしたが、オジロワシ 21 羽（うち亜成鳥 8 羽）、オ

オワシ 5 羽を確認している。鵡川・厚真川は凍結す

る川なので、この地域に入っているオジロワシ・オ

オワシはむかわ町と厚真町の海岸線が主な狩場であ

り、渡り鳥であるオオワシ、繁殖・越冬しているオ

ジロワシなど風車との衝突は回避されないことが強

く懸念されることから、この計画は中止すべきであ

る。 

発電施設において実施されている事後調査結果等か

ら総合的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

オジロワシ・オオワシについての調査、予測、評

価及び環境保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に

記載いたしました。 

45 3、マガン・ヒシクイ・シジュウガラガン・ハクガ

ンなど 

ガン類は渡り鳥であり、春は本州からの移動期(2

月中旬～3 月中旬）、秋はシベリアなどから移動期

(10 月中旬～12 月下旬）でウトナイ湖は重要な中継

地である。現在は約 30万羽まで増えたマガン（国の

天然記念物、準絶滅危惧種）。ヒシクイ（絶滅危惧

Ⅱ類）シジュウガラガン（絶滅危惧ⅠA 類）ハクガ

ン（絶滅危惧ⅠA 類）さらには、アオガン(2020 年

春）などの確認もある。計画地周辺の厚真町やむか

わ町の牧草地・田んぼ・畑は中継地の餌場として非

常に重要である。2021 年の春の渡りは 2 月中旬ごろ

から始まり、3月 1日には千単位、6日には万単位と

なった。ピークは 3 月 12 日でシジュウガラガン 150

羽、ハクガン 32羽を数えた。塒となるウトナイ湖は

本格的には 2 月末には氷が解けるのだが、それまで

は厚真川河口、鵡川河口で塒を取っている。ガン類

の飛行高度は採餌場所から塒までの距離、また風な

どに左右され、強風の日は低く飛ぶことが多い。以

上の観察から、計画地上空を低く飛ぶ可能性があ

り、風車衝突事故や移動経路妨害などが考えられ、

重大な影響が出ると思われる。 

今後、現地調査を行い、当該地域における生息や

繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積し

ていくとともに、準備書段階では、年間予測衝突数

の算出等による定量的な影響予測を行ってまいりま

す。また、現地調査及び解析の結果を踏まえた専門

家及び各自然保護団体等によるご意見、国内の風力

発電施設において実施されている事後調査結果等か

ら総合的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

渡り鳥についての調査、予測、評価及び環境保全

措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 
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表 6.1-1(13) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 15） 

No. 意見の概要 事業者の見解 

46 （1）鳥類保全の観点からの意見 

貴社が作成した方法書に示されている対象事業実

施区域（以下、計画地という）を含む勇払原野は、

これまでに 277 種の鳥類が観察されている豊かな鳥

類相を有する地域である（石城 1987）。 

計画地内には、マガン、タンチョウ、シマクイ

ナ、ヘラシギ、オジロワシ、オオワシ、チュウヒ、

ハヤブサといった国内希少野生動植物種および天然

記念物に指定されている鳥類、およびウズラ、サン

カノゴイ、シロチドリ、オオジシギ、ウミネコ、ハ

イタカ、トラフズク、アカモズなど準絶滅危惧種を

含め環境省および北海道のレッドリスト掲載種が生

息し、加えて、ガン・ハクチョウ類やシギ・チドリ

類の渡り・移動経路とも重なっている（日本野鳥の

会 未発表）。 

当地域はこれらの鳥類の生息において、国内でも

有数の生物多様性ホットスポットになっている。こ

れらのことは、配慮書に対する北海道知事意見や環

境大臣意見および経済産業大臣意見、また、専門家

等へのヒアリング結果でも述べられている。また、

環境省が作成した環境アセスメント環境基礎情報

データベースシステム（EADAS）に掲載の「風力発

電における鳥類のセンシティビティマップ（陸域

版）」でも注意喚起 A3 等の注意喚起メッシュとして

示されている。 

このような豊かな鳥類相を有する地域であること

から、風車が建設されればバードストライクや障壁

影響（風車の存在により移動経路等が変わり、エネ

ルギーロスや生息地利用の変化が生じる影響）が発

生する可能性が極めて高い。 

たとえばツル科の鳥類について、これまでにタン

チョウではまだバードストライクが発生しているこ

とは確認されていないが、国外では近縁種のクロヅ

ルで生じていることが確認されている（ Munoz 

2008a、Portulano 2006）。また、タンチョウは電線

等への衝突事例が多く確認されていることから（住

吉 1989）、電線や回転する風車ブレードなど視認し

づらい人工物への衝突リスクは潜在的に高いと考え

られる。さらに、ツル類は生息地放棄の要因となる

障壁影響が起きやすい種であるとされ（Hötker et 

al. 2006）、実際に国内でもタンチョウと同属のナ

ベヅルおよびマナヅルの渡りの時期に障壁影響が発

生したことが長崎県で確認されている（浦 2015）。

障壁影響を起こしやすい鳥類において、ねぐらと採

食場所の間などのように日常的に利用する空間に風

車建設地が存在すると、その周辺で利用していた好

適地を利用しなくなり、時には従来の生息地とは離

れた質の劣る生息地にまで移動してしまうこととな

り（Drewitt & Langston 2006）、また、障壁影響が

日常的に生じると飛行に係るエネルギー消費が増え

るため、結果的に繁殖成功率や生残率を低下させる

可能性がある（Masden et al. 2010）。 

オジロワシでは海外、国内とも数多くのバードス

トライクが発生しており（浦 2015）、国内における

希少猛禽類の保全上でも大きな問題となっている。 

チュウヒについては、国内ではバードストライク

配慮書段階や方法書段階においても専門家の方々

や各自然保護団体等からご意見をいただいているほ

か、ご指摘の既存文献等についても把握しておりま

す。 

今後、現地調査を行い、当該地域における生息や

繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積し

ていくとともに、準備書段階では、年間予測衝突数

の算出等による定量的な影響予測を行ってまいりま

す。また、現地調査及び解析の結果を踏まえた専門

家及び各自然保護団体等によるご意見、国内の風力

発電施設において実施されている事後調査結果等か

ら総合的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

（表は次ページに続く） 
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が生じている事例は報告されていないものの、生態

が近い近縁種のヨーロッパチュウヒやハイイロチュ

ウヒ、ヒメハイイロチュウヒではスペイン(Rivas 

et al.  2004、 Canizares 2008、Munoz 2008b・ 

2008c・2008d、Munoz et al. 2009、Ruiz 2008)やア

メリカ（Erickson et al. 2001、Johnson et al. 

2001、Smallwood and Thelander 2004、Kingsley 

and Whittam 2007）、ドイツ（Durr 2004、Kingsley 

and Whittam 2007）、アイルランド（Wilson et al. 

2015）でバードストライクが確認されている。ま

た、浦ほか（2020）では、チュウヒがオジロワシ等

の外敵を追い払う時や繁殖期のディスプレイフライ

ト時、日の出後の旋回上昇時、雌雄ペアでの飛翔時

に風車に衝突する可能性が高くなる高度で飛翔する

ことが多く、繁殖期のなわばりの範囲内に風車が建

設されている場合には、チュウヒのこれらの行動に

より、バードストライクが発生する危険性が高くな

ることを指摘している。これらより、チュウヒは風

車への衝突リスクが潜在的に高い種であると考えら

れる。 

この他に、国内でバードストライクの事例がある

オオワシ、ハイタカ、ハヤブサ、オオジシギ、ウミ

ネコの生息が計画地で確認されている（浦 2015）。 

マガンやハクチョウ類などの大型鳥類は、細かい

羽ばたきができず空中での飛行操作性が低く、悪天

候時は風車を避けるような行動を取りがたく、衝突

リスクが高い種である（Gove et al. 2013）。実際に

海外ではマガンを含むガン類で多くのバードストラ

イクが発生しており（Rees 2012）、また、風車建設

地では風車から半径で平均 373m（146-559m）の範囲

で生息地放棄が起き（Hötker et al. 2006）、さらに

障壁影響も生じやすく（Hötker et al. 2006）、風車

の建設による影響が大きい鳥類であると考えられ

る。また、ねぐらや採食場所など、マガンが着地地

点から飛び立って、一般的な大きさの風車のロー

ター高である高度 120m を超えるには、距離にして

4,000m 程度かかることが知られており（環境省 

2010）、マガンのねぐらや採食場所がある場所から

半径 4,000m以内に風車を建設すると、バードストラ

イクまたは障壁影響が発生する可能性が高い。ガ

ン・ハクチョウ類の移動経路上に風車を建設した場

合に、障壁影響が生じることが国内事例としてすで

に確認されていることから（Ura 2017)、計画地を

利用するガン・ハクチョウ類においても、風車建設

後に障壁影響またはバードストライクが生じると考

えられる。 

これらを踏まえて希少鳥類等の保全の観点から考

えると、風車の建設がこれらの希少鳥類に与える影

響は甚大であると予測され、当該地域は風車建設に

は不適切なことから、計画地として除外されるべき

地域である。そのため、本事業は環境影響評価準備

書の作成に進まずに、現段階をもって事業を中止す

べきである。 

47 （2）希少鳥類の生息地保全の観点からの意見 

計画地がある苫小牧市東部から厚真町、およびむ

かわ町にまたがる勇払原野は、ラムサール条約湿地

であるウトナイ湖を有し、また、ウトナイ湖・弁天

沼を含む計画地の西側と入鹿別川から鵡川流域に至

る計画地の東側の二区域はバードライフ・インター

ナショナルが基準を定め、（公財）日本野鳥の会が

配慮書段階や方法書段階においても専門家の方々

や各自然保護団体等からご意見をいただいているほ

か、ご指摘の既存文献等についても把握しておりま

す。 

配慮書段階においては、これらのエリアを除外

するよう配慮しつつ、方法書段階にて先行して実施

した事前調査の結果、自然環境としてポテンシャル

（表は前ページの続き） 

（表は次ページに続く） 
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基準 A4iとして指定する重要野鳥生息地（IBAs）（日

本野鳥の会 2010）、および生物多様性の保全の鍵に

なる重要な地域（KBA）に選定されている。また、

計画地は当会が勇払原野の環境を後世に残し、広域

にわたる保全を実現するために提案している勇払原

野保全構想の対象エリアに含まれている（日本野鳥

の会 2006）。これらの選定区域は、希少種を中心と

した野生動植物の重要な生息地として世界中に周知

されており（日本野鳥の会 2010）、また、自然度

が高い湿原、草原、湖沼等がまとまった面積で存在

することから、その隣接地域は選定区域と連続する

多様な動植物の生息地となっている。 

計画地は勇払原野保全構想の対象エリアに含ま

れ、ラムサール条約湿地、IBAs および KBA に隣接お

よび囲まれる状況となっているが、計画地で風車を

建設することは、このような自然保護、希少種保全

上の重要な場所に大きな影響を及ぼすことになる。

当計画地は、1960 年代に始まった土地造成工事後に

長年放置されてきたのち、自然が回復し、長年保た

れてきた市街地の隣接地域としては非常に豊かな動

植物相（石城 2015）を形成しており、計画による

自然環境への影響は極めて大きいと予測されること

から、計画地として選定されるのには不適切な場所

であり、現地調査および環境影響評価準備書の作成

に進まず、現段階で事業を中止すべきである。 

以下に、現地調査を行う場合の注意点等を述べる

が、（3）以降の意見は、前述の立場に立ったうえで

方法書の記載内容について意見を述べるものであ

り、準備書の段階に進むことを容認するものではな

い。 

の高い区域については除外しています。 

今後、現地調査を行い、当該地域における生息や

繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積し

ていくとともに、準備書段階では、年間予測衝突数

の算出等による定量的な影響予測を行ってまいりま

す。また、現地調査及び解析の結果を踏まえた専門

家及び各自然保護団体等によるご意見、国内の風力

発電施設において実施されている事後調査結果等か

ら総合的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

48 （3）調査方法全般について 

6.2-1（343）から 6.2-7（349）頁に、「専門家等

からの意見の概要及び事業者の対応」が記載されて

いる。そのうち専門家 B および C は現地鳥類調査の

方法や留意点等を詳しく述べている。鳥類の保全の

ために実際に希少鳥類等の調査や研究をしている者

の意見と考えられることから、貴社が現地調査を実

施するにあたっては、専門家 B および C の意見を検

討するだけでなく、実際に取り入れる形で調査を計

画、実施し、希少鳥類の繁殖に対し調査実施による

影響を与えないようにしながら、希少鳥類等の生息

状況に関する詳細なデータを取得すべきである。 

ご意見にありますとおり、希少鳥類等の調査時に

は専門家からのご指摘を踏まえ、特に繁殖活動への

影響を極力回避できるよう努めてまいります。 

49 （4）個別の項目について 

①表 6.2-2（20）および（21）について 

・5.調査期間等-（1）-②鳥類-a.鳥類について、ポ

イントセンサス調査を 4～7 月は各月で実施し、5

月は 2 回実施するとあるが、計画地で繁殖する鳥

類の種数がもっとも多くなる 6 月も 2 回実施すべ

きである。 

計画地には希少種が多く繁殖するが、希少種は

調査中における出現確率が低いため、それらの生

息状況を詳しく把握するには、事前に調査日数を

設定せず、繁殖期等の一定期間内で鳥類の出現種

数が飽和するまで調査を継続すべきである。特に

ウズラとアカモズが生息する可能性がある環境で

は、そのように調査すべきである。 

・5.調査期間等-（1）-②鳥類-b.希少猛禽類につい

て、チュウヒを想定し各月 1 回 3 日間の調査を実

施するとあるが、貴社もチュウヒを上位性の注目

種として選定しているように、チュウヒは計画地

鳥類の生息種に関する確認については、方法書に

記載されている実施時期もしくは調査手法等以外に

も、他の調査項目においても極力確認を行ってまい

ります。 

また、今年から先行して実施している前倒し環境

調査（猛禽類調査）においても、希少種が確認され

た場合にはその位置や確認状況等の記録を行ってお

ります。 

なお、チュウヒが渡来する 4 月以降は月 2 回の調

査頻度で実施いたします。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 
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ではもっとも生息動向に留意すべき鳥類である。

そのため、貴社は各月 1 回 3 日間の調査頻度に拘

らず、4～8 月は各月複数回の調査を実施するな

ど、現地でのチュウヒの繁殖や出現状況に合わ

せ、適切な調査頻度で調査すべきである。 

・5.調査期間等-（1）-②鳥類-e タンチョウについ

ても、上記 b.希少猛禽類について述べたことと同

様に調査すべきである。 

50 ②表 6.2-2（22-1）について 

・ポイントセンサス法による調査で重要種（マガ

ン、タンチョウ、シマクイナ、ヘラシギ、オジロ

ワシ、オオワシ、チュウヒ、ハヤブサ、ウズラ、

サンカノゴイ、シロチドリ、オオジシギ、ウミネ

コ、ハイタカ、トラフズク、アカモズ等）が確認

された場合、直ちにそれらを対象にした調査（希

少猛禽類調査または任意観察調査）を実施すべき

である。 

・希少猛禽類における定点観察法による調査につい

て、設定した観察定点からの視野を示す視野図を

作成し、計画地のうち風車設置対象区域がすべて

視野に入っているか確認し、もし視野に入ってい

ない場所があれば、観察定点を増やす等の措置が

必要である。ここに記載されている調査方法か

ら、貴社は空間飛翔調査を行うことが読み取れる

が、そうであれば、すべての風車設置対象区域で

空間飛翔調査を実施し、風車設置対象区域全体に

おける鳥類の衝突確率等を計算できるように観察

定点を設置しなければならない。 

・視野の広い地点と移動定点を組み合わせて調査す

ると記載されているが、移動定点調査を行う調査

員であっても、チュウヒの営巣があると考えられ

る地点から半径 500m以内には入らず、視野の広い

地点に配置されている調査員と追跡観察を交代す

べきである。 

・渡り鳥における定点観察法による調査について

は、レーザーレンジファインダーなどの機器を使

用して、なるべく正確な飛翔位置や高度を計測す

べきである。そのうえで衝突確率の計算や影響を

評価すべきである。 

配慮書段階や方法書段階においても専門家の方々

や各自然保護団体等からご意見をいただいているほ

か、ご指摘の既存文献等についても把握しておりま

す。 

配慮書段階においては、これらのエリアを除外す

るよう配慮しつつ、自然環境としてポテンシャルの

高い区域については、様々なご意見も踏まえて方法

書段階で除外する計画としております。 

今後、現地調査を行い、当該地域における生息や

繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積し

ていくとともに、準備書段階では、年間予測衝突数

の算出等による定量的な影響予測を行ってまいりま

す。また、現地調査及び解析の結果を踏まえた専門

家及び各自然保護団体等によるご意見、国内の風力

発電施設において実施されている事後調査結果等か

ら総合的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

 

51 ③表 6.2-2（35）について 

・③ブレード等への接触－鳥類（猛禽類、渡り鳥）

における基本的な予測方法として、年間衝突予測

数の算出を環境省モデルおよび由井モデルにより

行うとある。しかし、このような鳥類による風車

への衝突確率計算モデルは年々新しいモデルが提

唱されており、環境省モデルおよび由井モデルの

みに拘らず、海外文献も参照して最新かつ正確な

モデルでも衝突確率を計算すべきである。 

現状として、年間予測衝突数に関してオーソライ

ズされた国内の算出モデルとしては、環境省モデル

及び由井モデルのみになると考えております。 

年間予測衝突数に関しては、最新の海外文献等も

参考にして算出してまいります。 

52 ④表 6.2-2（42）について 

・チュウヒの餌種・餌量調査（ネズミ類、トガリネ

ズミ類の捕獲調査）について、チュウヒが好む採

餌・探餌場所は、単なる餌種や餌量よりも微地形

（水路沿い、池沼の縁、植生やその密度の違い

等）や季節による餌種の分布状況によって決まる

ため、図 6.2-5（1-1）または図 6.2-7（2-1）にあ

る（捕獲）調査地点で調査するだけでは、環境類

型ごとのネズミ類やトガリネズミ類の生息密度を

把握することはできても、チュウヒの採餌・探餌

行動に影響を与えると考えられる環境要因と餌種

や餌量とを結び付けて採餌環境の好適性やポテン

鳥類の生息種に関する確認については、方法書に

記載されている実施時期もしくは調査手法等以外に

も、他の調査項目においても極力確認を行ってまい

ります。 

また、今年から先行して実施している前倒し環境

調査（猛禽類調査）においても、希少種が確認され

た場合にはその位置や確認状況等の記録を行ってお

ります。 

なお、チュウヒが渡来する 4 月以降は月 2 回の調

査頻度で実施いたします。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全

（表は前ページの続き） 
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シャルを把握することはできない。採餌環境の好

適性やポテンシャルを正確に把握するには、チュ

ウヒの採餌・探餌行動に影響を与える環境要因と

餌種や餌量との関係が把握できるような調査を実

施しなければならない。 

措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

 

53 （5）累積的影響評価について 

方法書では、計画地が苫東厚真火力発電所の北側

の地域と浜厚真駅から浜田浦駅の間にある海岸部地

域の 2 つに分かれているが、環境影響をそれぞれの

地域ごとに評価するだけではなく、これらを一つの

計画地として捉えて累積的な影響の評価を具体的か

つ慎重に実施することを求める。 

以上 
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表 6.1-1(14) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 16） 

No. 意見の概要 事業者の見解 

54 1．計画地域の自然について：貴社が計画されてい

らっしゃる発電事業の計画地は石狩低地帯でも自然

度の高い地域に位置します。 

 

石狩低地帯にはかつて広漠な低層湿原が成立して

おり、サロベツ原野や釧路湿原とも並び北海道 3 大

原野のひとつとして数えられておりました。しかし

ながら、1860 年代の北海道庁設立以降に開拓が急激

に進められ、石狩低地帯の湿原すなわち湿原性生物

の生息地は殆ど失われてしまいました[1]。現状で

は石狩低地帯の湿原環境は（仮称）苫東厚真風力発

電事業の計画地とその周囲に殆ど限られ[1]、本計

画は石狩低地帯にわずかに残った最後の湿原性生物

の生息地を破壊する可能性があります。実際に、計

画地およびその周辺の湿原性鳥類の種数・個体数は

石狩低地帯でも最も多い地点の一つと推定されてい

ます[2]。そのため、本計画は石狩低地帯の自然環

境に地史的な時間スケールでの大きな負の影響を与

えると予想されます。 

Daigas グループ企業さんの企業理念として、「CSR

憲章Ⅱ 環境との調和と持続可能な社会への貢献」

を拝見いたしましたが、既往の研究成果を鑑みて

も、本計画が自然環境に大きな負の影響を及ぼすこ

とが容易に予想され[2-5]、「地域および地球規模の

環境保全は、エネルギービジネスを中心に事業展開

する Daigasグループ（さん）にとって極めて重要な

使命」に矛盾する可能性があると考えております。

どうか計画の再考および中止なども含めて検討頂け

ましたら幸いです。 

配慮書段階や方法書段階においても専門家の方々

や各自然保護団体等からご意見をいただいているほ

か、ご指摘の既存文献等についても把握しておりま

す。 

今後、現地調査を行い、当該地域における生息や

繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積し

ていくとともに、準備書段階では、年間予測衝突数

の算出等による定量的な影響予測を行ってまいりま

す。また、現地調査及び解析の結果を踏まえた専門

家及び各自然保護団体等によるご意見、国内の風力

発電施設において実施されている事後調査結果等か

ら総合的に影響予測を行ってまいります。 

本事業に関しては、先ずは我が国のエネルギー政

策の基本的な視点である 3E＋S に貢献すべく、発電

時に温室効果ガスを排出しない低炭素な国産エネル

ギー源である風力発電所を設置することを目的とし

ており、国内のみならず、世界規模で発生している

極端な気候変動、農業・水産業、洪水・土砂災害、

海面水位の上昇、感染症の拡大、自然生態系等への

甚大な影響を回避・低減することが重要であると考

えております。 

国内におけるエネルギー・環境政策としても再生

可能エネルギーは「エネルギー安全保障にも寄与で

きる有望かつ多様で、長期を展望した環境負荷の低

減を見据えつつ活用していく重要な低炭素の国産エ

ネルギー源」として位置づけられ、風力発電施設に

よる電源供給の目標値も示されております。 
また、北海道においても「北海道省エネルギー・

新エネルギー促進行動計画【第Ⅱ期】」（北海道、平

成 24 年策定・平成 28 年見直し）を策定し、中長期

的に持続可能な省エネルギーの実現と、新エネル

ギーを主要なエネルギー源の一つとすることを目指

しており、当該事業実施区域が属する厚真町では、

平成 28 年に「第 4 次厚真町総合計画」（計画期間：

平成 28～37 年度の 10 年間）を策定し、自然エネル

ギーの有効活用を基本方針として、町民や事業者に

対する情報提供や普及促進を図っていくこととして

おります。 

ご指摘にありますとおり、自然環境への配慮が必

要だと認識しており、再生可能エネルギー事業との

共存を図りつつ、生活環境、事業の採算性等も含め

総合的に検討させていただきます。 

55 2．普通種の保全：普通種が果たす生態系機能およ

びサービスは希少種より大きい可能性があります。 

 

配慮書では希少種への負の影響回避に主眼が置か

れているようでした。しかしながら、貴社グループ

の理念にも挙げられている「資源の効率的利用」お

よび「持続可能な社会の発展」には生態系サービス

あるいは自然資本の保全が必要不可欠であり[6]、 

普通種は希少種よりも生態系サービスおよび自然資

本に貢献する可能性があると考えられています

[7]。 そのため、普通種への影響評価および保全上

の配慮も必要不可欠であると考えられます。以下に

普通種への影響を評価する際に考慮されたい事項を

挙げます。機能群の（機能的な）多様性は生態系機

生態系に関しては、上位性種であるチュウヒ、典

型性種である草原性鳥類に着目して予測評価を行う

こととしております。 

確認種については、すべて記録して動物相、植物

相の把握を行ってまいります。 

チュウヒは希少種として選定されておりますが、

草原性鳥類はノビタキやヒバリ、ホオジロ等といっ

た希少種に選定されていない種を対象としており、

これらの種を対象とした定量的な影響予測も行うこ

ととしております。 

なお、影響予測を行う範囲としては、事業に係る

影響が及ぶ範囲として方法書に示したとおり、「道

路環境影響評価の技術手法（平成 24年度版）」（国土

交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人土木
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能の代替指標として近年頻繁に用いられている手法

であり、本計画でも考慮が必要と考えられます。前

述しましたように、事業計画地は石狩低地帯での数

少ない残存湿地帯であり、希少な生物は万が一少な

いとしても、希少あるいは重要な生態系機能や生態

系サービスを担っている可能性があるため、生態系

機能・サービスまで考慮することも重要だと考えま

す。石狩低地帯の他地点との比較は、事業計画地の

みに（希少ではなくとも）固有な生物相・生態系機

能が存在していた場合に、その損失を防ぐために必

要であると考えられます。もし、石狩低地帯の他地

点の生態系機能・サービスが他の研究や調査により

把握されている場合には他地点での調査は不要と考

えます。現地調査に際しては以下の事項を明らかに

できるようなプロトコル設計をお願い致します。 

 

1.計画地に生息している普通種も含めた生物（維管

束植物，無脊椎動物，鳥類，哺乳類）の種数およ

び個体数および群集組成の把握 

2.計画地に生息している生物（維管束植物，無脊椎

動 物 ， 鳥 類 ， 哺 乳 類 ） の 機 能 的 な 多 様 性

(Functional diversity）の把握 

3.計画地の生物の種数・個体数・機能的多様性・群

集組成を石狩低地帯の複数地点（深川・沼田～苫

小牧まで）との比較から相対的に位置づけ、事業

によって失われる種数・個体数・機能的多様性を

定量化すること 

4.事業計画地に生息する生物が果たす生態系機能あ

るいはサービスについて、現地調査も組み合わせ

て定量化すること 

5.事業計画地に生息する生物が果たす生態系機能あ

るいはサービスについて、石狩低地帯の複数地点

（深川・沼田～苫小牧まで）との比較から相対的

に位置づけ、事業によって失われる機能・サービ

スを定量化すること 

研究所、平成 25 年）では対象事業実施区域から

250m 程度、「面整備事業環境影響評価技術マニュア

ルⅡ」（建設省都市局都市計画課、平成 11 年）では

同区域から 200m程度が目安とされており、これらを

包含する 300m程度の範囲としております。猛禽類に

ついては、「チュウヒ保護の進め方」におけるハン

ティングエリアを参考に 3km程度、「猛禽類保護の進

め方（改訂版）」にて、クマタカの非営巣期高利用

域の半径 1.5km 程度を包含する 3km 程度の範囲とし

ております。なお、魚類及び底生動物については、

対象事業実施区域及びその周囲の河川等としており

ます。 

【準備書における対応】 

生態系についての調査、予測、評価及び環境保全

措置は「第 10 章 10.1.6 生態系」に記載いたしま

した。 

56 3．Key Biodiversity Area への準拠と情報の更新に

ついて：引用されている Key Biodiversity Area は

最新の分類や情報に基づいていないため、詳細な検

討が必要です。 

 

「重要野鳥生息地(IBA)及び生物多様性の保全の

鍵になる重要な地域（KBA）の分布状況は、事業実

施想定区域に隣接するものの、事業実施想定区域に

は含まれていないことから、改変に伴う影響はない

と予測する。」との記述がありますが、事業実施想

定区域が生物多様性の保全の鍵になる重要な地域に

含まれうる可能性を指摘いたします。KBA は 2011 年

以降更新されていないと考えられ、最新の知見を反

映したものではない可能性があります。例えば、事

業実施想定区域の西側には亜種アカモズが生息して

おりますが、これは直近の研究では IUCNのレッドリ

ストで CRの基準に迫りうる個体数の少なさであるこ

とが指摘されております[8]。そのため、「CR、EN に

該当する種が 1 個体でも存在するサイト」という

KBA の基準を満たす可能性があります。このような

事例が他の生物にも当てはまる可能性があるため、

事業計画範囲は最新の知見に基づいて再考する必要

があります。そのため、現地調査以前の段階で、出

現しうる全生物種の分布や個体数情報、減少傾向の

レビューを行い、IUCN の CR や EN の基準[9]を満た

準備書段階においては、最新の文献を参考に記載

内容を修正してまいります。 

また、生息種に関しては今後の現地調査結果や最

新の情報を得ながら、専門家へのヒアリングも踏ま

えて準備書の作成を行ってまいります。 

勇払原野については、国土交通省管轄の国土地理

院により示されている範囲であると認識しており、

送電線や変電所の設置を予定している一部の区域を

除き、対象事業実施区域から除外しております。 

しかしながら、事業実施区域は「重要野鳥生息地

(IBA)及び生物多様性の保全の鍵になる重要な地域

（KBA）」等に近接するエリアであり、影響について

確認が必要であると認識していております。 

今後、現地調査を行い、当該地域における生息状

況や渡来状況等といった基礎情報を集積していくと

ともに、準備書段階では、年間予測衝突数の算出等

による定量的な影響予測を行ってまいります。ま

た、現地調査及び解析の結果を踏まえた専門家及び

各自然保護団体等によるご意見、国内の風力発電施

設において実施されている事後調査結果等から総合

的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全

措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

（表は前ページの続き） 

（表は次ページに続く） 



6.1-33 

(389) 

しうる生物種が含まれないかどうかを再度精査する

必要があります。この結果と参照した文献一覧を方

法書あるいは配慮書の作成時に附録として添付する

ことを求めます。 

また、専門家などへのヒアリング結果概要では、

対象事業区域の東側でヘラシギの出現が示唆されて

おり、ヘラシギは CRに選定されているため、本地域

は KBA の基準を満たす可能性があります。しかしな

がら、対象事業区域の東側が KBA に指定されていな

いのは KBA の範囲が更新されていないからかもしれ

ません。この場合、「重要野鳥生息地（IBA）及び生

物多様性の保全の鍵になる重要な地域 (KBA)の分布

状況は、事業実施想定区域に隣接するものの、事業

実施想定区域には含まれていないことから、改変に

伴う影響はないと予測する。」という表現は不適切

であり、「最新の知見に従えば、重要野鳥生息地

（IBA）及び生物多様性の保全の鍵になる重要な地

域（KBA）に事業実施想定区域が含まれる可能性が

否定できず、改変に伴う深刻な影響が懸念され

る。」などの表現への書き換えが必要だと考えられ

ます。 

更に、「生物多様性の観点から重要度の高い湿地

として、「勇払原野湿原群」、「厚真水田及び鵡川水

田」及び「鵡川河口」が存在しているものの、各湿

地の範囲が不明瞭であったことから、図 3.1-26には

示していない」という記述がありますが、これらの

地域は定義あるいは抽出が可能であると考えられる

ため、配慮書あるいは計画書への反映を求めます。

勇払原野湿原群については、既往研究を参考に勇払

原野の範囲を絞り込み、そのうえで環境省の植生図

からヨシやガマ、抽水植物などの湿原植生が優占す

る地域を抽出することで定義可能です。厚真水田お

よび鵡川水田についても厚真町およびむかわ町の範

囲内の水田を植生図から抽出することで定義可能で

す。あるいは作成者に問い合わせて範囲を確定する

ことも可能だと思います。事業計画範囲内に生物多

様性の観点から重要度の高い湿地が含まれる可能性

が非常に高いため、慎重な検討を要請します。 

57 4. 回復基調にある生物の考慮：事業計画範囲には

貴重な湿原生態系が残っているために、将来的には

更に高い保全上の価値を発揮する可能性がありま

す。 

 

これまでに述べてきましたように、事業計画範囲

には卓越した湿原生態系が残存している可能性があ

ります。そのため、現在は希少鳥類が生息していな

いとしても、将来的には希少鳥類の生息地として機

能する可能性があります。具体的には、専門家等へ

のヒアリング結果概要にも述べられているように、

道東地域から道央地域へのタンチョウの分散が現在

進んでおり、また事業計画範囲が北海道の営巣適地

モデルにおいて営巣適応度が高いと推定されている

ことから、現在は事業計画範囲にタンチョウが生息

していないとしても、将来的にはタンチョウの生息

地として高い価値を持つ可能性があります。そのた

め、本事業に伴う土地利用の改変がタンチョウの営

巣適応度にどのような影響を与えるかについての検

討が必要です。そのためにはまず、北海道のタン

チョウの営巣適地モデルを構築する、あるいは既存

のモデルを利用することによって、計画されている

ご指摘にあります鳥類の生息適地推定モデルに関

しては様々な手法がありますが、まずは現地調査結

果を踏まえ、影響予測に際して適したモデルの検討

を行った上で定量的に示してまいります。 

また、事業計画や保全対策としてのミチゲーショ

ンに関しても影響予測等を踏まえた上で検討してま

いります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全

措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 
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土地利用改変が、どの程度営巣適応度を下げるかを

定量化し、検討してください。ほかの種についても

同様のことが言えます。 

IUCN のレッドリストで CR に選定されているシマ

アオジはかつて北海道全域に分布していました。し

かし、現在では中継地での持続不可能な密猟によっ

て勇払原野をはじめとした北海道の広い地域で地域

絶滅しました[10]。一方で、現在その個体数は回復

基調にある可能性が示唆されています[11]。勇払原

野は北海道では最も遅くまでシマアオジが生き残っ

ていた地域であるため[12]、事業計画範囲も含めた

地域一帯はシマアオジが北海道内でも最も早期に復

活する有力な生息候補地になります。そのため、ま

ずは既往文献などを活用してシマアオジの生息適地

モデルを作成してください。そして、本事業による

土地利用改変が事業計画範囲内のシマアオジにとっ

ての生息好適度をどの程度減少させるのかを定量化

してください。 

前述のアカモズについても、国内の生息域が非常

に限られており、また本種の高い生息地への回帰率

のために[8,13]、既存の生息地の保全は非常に重要

です。そして、本種は種の保存法が定める国内希少

野生動植物種に指定されたために、今後官民をあげ

た保全活動が期待されます。その際には、やはり既

存の生息地とその周辺の環境（すなわち事業計画範

囲）の保全や生態系復元が有力な保全策になると考

えられます。そのため、アカモズに対しても生息適

地モデルを作成してください。そして、本事業によ

る土地利用改変が事業計画範囲内のアカモズにとっ

ての生息好適度をどの程度減少させるのかを定量化

してください。これらを定量化した際に、上記 3 種

への負の影響が予測された場合には計画の縮小、中

止あるいは事業計画範囲外での事業計画範囲面積と

同規模のミチゲーション策を執ってください。 

58 5．オフサイトインパクトの定量化：騒音等の生物

への影響を考慮してください。 

 

近年、騒音が鳥類の採餌効率や繁殖成績に影響を

及ぼす可能性があることがわかってきました

[14,15]。万が一、本事業の土地利用改変による負

の影響が予測されなかったとしても、騒音の存在が

生物の採餌効率や繁殖成績を低下させる可能性を否

定することができません。そのため、現地調査では

騒音が生物の採餌効率や繁殖成績に与える影響を定

量化できるプロトコルを組んでください。また、繁

殖成績については年変動が大きいことが知られてい

るため、最低でも 3 年の野外調査を行い、影響を評

価してください。騒音の生物への影響については既

存の環境影響評価調査では全く考慮されていないと

思いますが、最新の知見を踏まえると考慮が不可欠

だと考えます。 

特にチュウヒについては必ず考慮してくださ

い。なぜならば、本事業の計画地を含む勇払原野に

生息するチュウヒの個体数は、サロベツ原野の個体

数と合わせて、国内の個体数のおよそ半分を占める

からです。チュウヒについては、騒音による採餌効

率、繁殖成績の低下、また土地利用改変による影響

を統合的に評価するために、これらの影響を考慮し

た複数シナリオの個体群存続可能性分析を行い、本

事業がチュウヒの勇払原野繁殖個体群に与える影響

ご指摘にありますチュウヒに関しては、今年から

実施している前倒し環境調査において、渡来する 4

月以降は毎月 2 回の調査を実施することとし、複数

年の調査も予定しております。本種については生息

状況のほか、行動圏の内部構造を把握するととも

に、営巣に関する情報も十分に確認できるよう努め

てまいります。また、チュウヒ以外のオジロワシ、

タンチョウ、オオジシギ等に関しても可能な限り確

認に努めてまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

（表は前ページの続き） 
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を定量化してください。この場合には、調査対象を

事業想定区域に限定せずに、勇払原野全域を対象に

してください。なぜならば、チュウヒの行動圏は広

いために、事業想定区域外で繁殖するチュウヒに対

しても、本事業が負の影響を与える可能性があるた

めです[4]。この解析には死亡率や繁殖成績などの

パラメータが必要ですが、この値は事業想定区域で

行われた既往研究[16]に倣い、また影響を正確に予

測するために、勇払原野において 3 年以上の野外調

査から得られた値を用いてください。 

さらに、本地域には多数のチュウヒが繁殖してい

ることから、国内の個体群のソース個体群として機

能している可能性があり、本事業が他地域のチュウ

ヒの存続に影響する可能性が否定できません。その

ために、本地域で繁殖したチュウヒの出生分散の程

度や経路を明らかにし、他地域の個体群の存続に与

える可能性を定量化してください。チュウヒは国内

でも最も数少ない猛禽類であるという指摘もあり、

また事業想定区域およびその周辺地域は、チュウヒ

の存続にとって非常に重要な地域であるため、本事

業が与える影響を国レベルで評価する必要がありま

す。このような個体群存続可能性分析は、特に長寿

で環境改変の影響が遅延してあらわれうる[17]、

チュウヒ、タンチョウやオジロワシ、オオジシギな

どの生物に対して必ず行ってください。 

59 6．シギ・チドリ類の保全上の考慮 

 

前述のように、事業想定区域の東側の地域はシ

ギ・チドリ類にとって重要な中継地となっておりま

す。特にヘラシギのような世界に 1000個体未満しか

生息せず、また IUCN のレッドリストで CR に選定さ

れている種の利用も明らかになっています。そのた

め、事業想定区域の東側の地域は KBA に匹敵する生

息地としての価値を持っています。そのため、シ

ギ・チドリ類への影響調査は必ず行ってください。

特に渡りの時期（5-11 月）は個体の入れ替わりが激

しく、またヘラシギのような個体数の少ない種は低

頻度の調査では発見できない可能性があり[18]、毎

日のそして複数年の調査からシギ・チドリ類の事業

想定区域の東側の地域の利用状況を明らかにする必

要があると考えられます。 

ヘラシギを含むシギ・チドリ類に関しては、渡来

種や個体数のほか、利用実態、渡来時期等について

も把握することに努めてまいります。 

【準備書における対応】 

ヘラシギを含むシギ・チドリ類についての調査、

予測、評価及び環境保全措置は「第 10 章 10.1.4

動物」に記載いたしました。 

60 7．シマクイナの保全上の考慮 

 

事業想定区域の周囲あるいは事業想定区域にはシ

マクイナの繁殖地が存在する可能性があります。シ

マクイナは国内希少野生動植物種に指定されている

鳥類であり、国内での近年の繁殖は勇払原野と釧路

湿原のみでしか認められていません[5]。また、海

外ではロシアの Muraviovka公園のみでしか繁殖は確

認されておらず、本地域は本種の保全上、非常に重

要な地域です。そのため、本種をはじめとした夜行

性鳥類（クイナ、ヒメクイナ、サンカノゴイ、オオ

ジシギ、オオヨシゴイ）の生息を確認でき、および

影響を評価できる調査デザインを組んでください。

夜行性鳥類については、特に風力発電による騒音と

音声の周波数のマスキングが生じ、繁殖成績や個体

群の存続に負の影響が想定されます。そのため、風

力発電による騒音が到達しうる地域を抽出し、その

地域での個体数調査もまた必要であると考えられま

す。更に、風力発電による騒音が夜行性鳥類の個体

シマクイナやサンカノゴイ、オオジシギ等の生息

種に関しても、利用実態、渡来時期等についても把

握することに努めてまいります。年間予測衝突数に

関しては、最新の文献を参考にして算出してまいり

ます。 

【準備書における対応】 

シマクイナやサンカノゴイ、オオジシギ等につ

いての調査、予測、評価及び環境保全措置は「第 10

章 10.1.4 動物」に記載いたしました。 
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数や繁殖成績に与える影響も現地調査から明らかに

してください。 

そして、シマクイナは海岸沿いを飛行して移動す

る可能性が示唆されています[19]。そのため、本種

が苫小牧市内の繁殖地に至るまでの移動/飛行経路

を明らかにしたうえで、バードストライクが生じる

可能性についても定量化してください。 

61 8．アカモズヘの保全上の考慮について 

 

事業想定区域の西側の地域には国内希少野生動植

物種に指定されているアカモズが生息しています。

アカモズの生息地は現在では国内 7 地域にしか生息

しておらず、その個体数も 332 個体ととても少なく

なっています[8]。そのため、既存の生息地への負

の影響は必ず避けてください。また、生息適地モデ

リングの作成により、生息に適すると考えられる場

所の土地改変は避けてください。更に、騒音や土地

利用改変の影響を考慮した個体群存続可能性分析を

行うことにより、本種の存続に本事業が負の影響を

与えないことを定量的に示してください。 
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表 6.1-1(15) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 17） 

No. 意見の概要 事業者の見解 

62 ■1.意見は要約しないこと 

意見書の内容は、事業者（Daigas ガスアンドパ

ワーソリューション株式会社）及び委託先（日本気

象協会）の判断で削除または要約しないこと。削除

または要約することで貴社側の作為が入る恐れがあ

る。作為が入れば、環境保全上重要な論点がすり替

えられてしまう。よって事業者見解には、意見書を

全文公開すること。また同様の理由から、以下に続

く意見は「ひとからげ」に回答せず、「それぞれに

回答すること」。また、本意見書の内容については

「順番を並び替えること」もしないで頂きたい。 

意見書は要約せず、全文を公開してまいります。 

また、以下に続く意見は「ひとからげ」に回答せ

ず、それぞれに回答いたします。さらに本意見書の

内容について「順番を並び替えること」もいたしま

せん。 

63 ■2.コウモリ類の保全措置について 

『新たな知見（2020 年に出版された文献）』によ

れば、コウモリ類の保全措置はカットイン風速（風

力発電機が発電を開始する風速）の値を上げること

と風車を風と平行にすること（フェザリング）が記

載されている（※）。事業者は『最新の知見を踏ま

えて保全措置を検討する』という。よって、本事業

においては、「カットイン風速を上げることとフェ

ザリングすること」をコウモリの保全措置として実

施して頂きたい。 

※「コウモリ学 適応と進化」p229（2020 年 8 月，

船越公威） 

今後実施する現地調査結果を踏まえ、最新の国内

の知見の情報収集や専門家へのヒアリングを踏まえ

た上で、適切な環境保全措置を検討いたします。 

【準備書における対応】 

コウモリ類の環境保全措置は「第 10 章 10.1.4

動物」に記載いたしました。 

 

64 ■3.本事業で採用する風力発電機はカットイン風速

（発電を開始する風速）未満であってもブレードが

回転するのか？仮に採用機種が未定であれば、バッ

トストライクの予測は「カットイン風速未満であっ

てもブレードが回転する」前提で行うこと。 

（理由：コウモリ類の保全上必要な諸元のため） 

現段階では、実際に採用する機種については未定

となっております。バットストライクに関する予測

については、ご意見いただいた点を踏まえ検討して

まいります。 

【準備書における対応】 

コウモリ類の予測は「第 10 章 10.1.4 動物」に

記載いたしました。 

65 ■4.回避措置（ライトアップの不使用）について 

ライトアップをしていなくてもバットストライク

は発生している。国内で報告されたバットストライ

クの事例は以下のものがあった。実際にはスカベン

ジャーによる持ち去りや未踏査エリアの存在、調査

者の見落としなどによりさらに大量のコウモリが死

んでいるものと予測される。この事実を踏まえ、事

業者がコウモリ類の追加的保全措置を検討しない理

由を述べて頂きたい。 

※45 個体（4 種、1～32 個体）、2015,07 までに調べ

た 6 事業「風力発電施設でのバットストライク問

題」（河合久仁子、ワイルドライフ・フォーラム

誌 22 (1)、9-11, 2017) 

※ヒナコウモリ 2 個体、アブラコウモリ 1 個体、合

計 3個体、「静岡県西部の風力発電所で見つかった

コウモリ類 2種の死骸について」（重昆達也ほか、

東海自然誌 (11)、2018) 静岡県 

※ヒナコウモリ 3 個体「大間風力発電所建設事業環

境の保全のための措置等に係る報告書」（平成 30

年 10 月、株式会社ジェイウインド）青森県 

※コテングコウモリ 1 個体、ヤマコウモリ 2 個体、

ユビナガコウモリ 2 個体、ヒナコウモリ 4 個体 

合計 9 個体「高森高原風力発電事業 環境影響評

価報告書」（平成 31 年 4 月、岩手県） 

※コヤマコウモリ 5 個体、ヒナコウモリ 3 個体 合

計 8 個体、「（仮称）上ノ国第二風力発電事業環境

バットストライク発生のメカニズムについては未

だに不明な点が多く、知見も少ないのが現状かと考

えております。そのため、最新の知見の収集はもち

ろんのこと、まずは当該地域を実際にどの程度のコ

ウモリ類が利用しているのかを調査によって把握す

ることが重要であると考えており、その結果を踏ま

え、重大な影響があると判断される場合には、追加

的な保全措置を検討し、影響の回避、低減に努めて

まいります。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 
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影響評価書（公開版）」（平成 31年 4月 株式会社

ジェイウインド上ノ国）北海道 

※ヒナコウモリ 5 個体、アブラコウモリ 2 個体、ホ

オヒゲコウモリ属の一種 1 個体、コウモリ類 1 個

体 合計 9 個体「能代風力発電所リプレース計画

に係る環境影響評価準備書」（令和元年 8月、東北

自然エネルギー株式会社）秋田県 

※ヒナコウモリ 4 個体、アブラコウモリ 2 個体、種

不明コウモリ 2 個体、合計 8 個体「横浜町雲雀平

風力発電事業供用に係る事後調査報告書」（令和

元年 12 月、よこはま風力発電株式会社）青森県 

※ヤマコウモリ 1 個体、ヒナコウモリ属 1 個体 合

計 2 個体「石狩湾新港風力発電所環境影響評価事

後調査報告書」（2020 年 2 月、コスモエコパワー

株式会社）北海道 

※ヤマコウモリ 3 個体、ヒナコウモリ 2 個体、アブ

ラコウモリ 2 個体、合計 7 個体「能代地区におけ

る風力発電事業供用に係る事後調査報告書（第 2

回）」（令和 2 年 4 月、風の松原自然エネルギー株

式会社）秋田県 

※ヒナコウモリ 3 個体「姫神ウィンドパーク事業 

事後調査報告書」（令和 2 年 10 月 コスモエコパ

ワー株式会社）岩手県 

66 ■5.コウモリ類の保全措置として「稼動制限」を実

施して欲しい 

国内では、すでに多くの風力発電事業者が、コウ

モリ類の保全措置としてフェザリング（風力発電機

のブレードを風に対して並行にし回転を止めるこ

と）やカットイン風速（発電を開始する風速）を上

げるなどの稼働制限を行うことを表明した。本事業

でも実施して頂きたい。 

最新の国内の成果や専門家のヒアリング、また現

地調査結果を踏まえ、フェザリングができる機種の

選定や適正なカットイン風速設定を含めた環境保全

措置を検討してまいります。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての環境保全措置は「第 10 章 

10.1.4 動物」に記載いたしました。 

 

67 ■6.コウモリの保全措置（低減措置）は「カットイ

ン風速の値を上げること及びフェザリング」が現実

的 

「コウモリの活動期間中にカットイン風速（発電

を開始する風速）の値を上げること及び低風速時に

フェザリング（風力発電機のブレードを風に対して

並行にし回転を止めること）すること」がバットス

トライクを低減できる、「科学的に立証された保全

措置※」である。 

※Effectiveness of Changing Wind Turbine Cut-in 

Speed to Reduce Bat Fatalities at Wind 

Facilities Final Report,Edward B. Arnett and 

Michael Schirmacher.2010 

最新の国内の成果や専門家のヒアリング、また現

地調査結果を踏まえ、フェザリングができる機種の

選定や適正なカットイン風速設定を含めた環境保全

措置を検討してまいります。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての環境保全措置は「第 10 章 

10.1.4 動物」に記載いたしました。 

 

68 ■7.フェザリングの閾値は主観で決めないこと 

本事業者は、今後コウモリ類の保全措置として

カットイン風速未満の風速時にのみ保全措置（フェ

ザーモード）を行うかもしれない。 

しかし、その場合、コウモリ類の保全措置の閾値

（コウモリ類保全にとって最も重要な論点）は

「カットイン風速」ということになるが、事業者が

閾値を「カットイン風速」と決定した科学的根拠を

述べないかぎり、それは事業者の「主観」に過ぎな

いことを先に指摘しておく。 

コウモリ類の保全措置の閾値は、事業者が恣意的

（主観的）に決めるべきではない。なぜなら、仮に

保全措置を「主観で決めることが可能」、とすれ

ば、アセス手続きにおいて科学的な調査や予測など

一切行う必要がないからだ。 

仮に事業者が「適切な保全措置」を実施するつも

最新の国内の成果や専門家からのヒアリング、ま

た現地調査結果を踏まえ、適切な環境保全措置を検

討してまいります。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての環境保全措置は「第 10 章 

10.1.4 動物」に記載いたしました。 
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りがあるならば、科学的根拠、つまり「音声モニタ

リング調査の結果」を踏まえ、専門家との協議によ

り「フェザーモードの閾値」を決めること。 

69 ■8.環境保全措置の実施時期について 

これまでに他の事業者が縦覧に出した準備書及び

評価書を読むと、上記の環境保全措置（低減措置）

については「事後調査で重大な影響（コウモリの死

体）を確認してから検討する」といったケースが散

見される。しかし保全措置は「事後調査でコウモリ

が死んだのを確認してから検討する」のではなく、

「コウモリを殺す前」から実施しないと意味がない

と思う。 

コウモリ類の保全措置（低減措置）は「試験運転

開始日」から実施して頂きたい。 

最新の国内の成果や専門家からのヒアリング、ま

た現地調査結果を踏まえ、事前に適切な環境保全措

置を検討してまいります。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての環境保全措置は「第 10 章 

10.1.4 動物」に記載いたしました。 

 

70 ■9.「予測の不確実性」の定義及び基準について 

これまでに他の事業者が縦覧に出した準備書及び

評価書を読むと「予測の不確実性」という言葉が頻

出する。しかし、「予測の不確実性」の定義が曖昧

で、我々住民には意味がよくわからない。定義が曖

昧であれば事業者の作為が入りやすい。よって、仮

に事業者らが本事業において、「予測の不確実性」

について言及する場合は、「予測の不確実性」の定

義及び出典を述べて頂きたい。 

「予測の不確実性」については、「発電所に係る

環境影響評価の手引」（経済産業省、令和 2年 3月）

では、「予測の不確実性の程度が大きい選定項目に

ついて環境保全措置を講ずる場合」について以下の

ように記載されています。 

 

「過去の環境アセスメントの実績等から、未だ予

測の手法が確立されておらず、予測の結果と実際の

結果に大きな差が生じるおそれがあると思われる場

合で、具体例としては、動物、植物及び生態系に対

し環境保全措置を講じる場合等が考えられる。」 

71 ■10.「予測の不確実性」を根拠に保全措置を実施

しないのは、発電所アセス省令に反する行為で「不

適切」 

国内の風力発電機施設において、バットストライ

クが多数生じ、コウモリ類へ悪影響が生じている。

しかし国内の風発事業者の中に「予測に不確実性が

伴うこと」を根拠に、適切な保全措置（低減措置）

を実施（検討さえ）しない事業者が散見される。 

「予測に不確実性を伴う」としても、それは「保

全措置を検討しなくてよい」根拠にはならない。な

ぜならアセス省令によれば「影響がない」及び「影

響が極めて小さい」と判断される以外は環境保全措

置を検討すること、になっているからだ。 

コウモリ類については、今後の現地調査におい

て、生息状況等の把握に努めます。その結果を踏ま

え、発電所アセス省令※に従い、適切な予測及び評

価に努めるとともに環境保全措置を検討いたしま

す。 

 

※発電所アセス省令：発電所の設置又は変更の工事

の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計

画段階配慮事項に係る調査、予測及び評価の手法に

関する指針、環境影響評価の項目並びに当該項目に

係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法

を選定するための指針並びに環境の保全のための措

置に関する指針等を定める省令（平成 10年通商産業

省令第 54 号） 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 

72 ■11.「予測の不確実性」を根拠に保全措置を実施

しないのは「不適切」2 

国内の風力発電機施設において、バットストライ

クが多数生じ、コウモリ類へ悪影響が生じている。

しかし国内の風発事業者の中に「影響の程度（死亡

する数）が正確に予測できない」ことを根拠に、適

切な保全措置を実施（検討さえ）せず、事後調査に

保全措置を先送りする事業者が散見される。定性的

予測であれば、国内外の風力発電施設においてバッ

トストライクが多数発生しており、『コウモリ類へ

の影響はない』『コウモリ類への影響は極めて小さ

い』とは言い切れない。アセス省令による「環境保

全措置を検討する」段階にすでに入っている。 

よって、本事業者らの課題は、「死亡するコウモ

リの数」を「いかに不確実性を伴わずに正確に予測

するか」ではなく、「いかにコウモリ類への影響を

回避・低減するか」ではないのか。そのための調査

現地調査結果を基に予測した結果によっては保全

措置を講じることが必要と考えております。また、

予測の不確実性の程度が大きいと判断される選定項

目について環境保全措置を講じる場合については事

後調査を実施し、環境保全措置の効果を確認するこ

とが必要と考えております。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての環境保全措置は「第 10 章 

10.1.4 動物」に記載いたしました。 
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を「準備書までに」実施して頂きたい。 

73 ■12.コウモリ類の保全措置（回避）について 

樹林から 200m以内に設置した風力発電機は、樹林

性コウモリがバットストライクに遭遇するリスクが

高くなる。国内では「林内を飛ぶから影響がない」

とされてきたコテングコウモリが死んでいる※。事

業者は『風力発電機は樹林から 200m以上離して設置

して欲しい』という住民等からの具体的要望を無視

し、コピペ回答により論点をすりかえた。事業者ら

は住民等意見を軽視しており、その姿勢は「適切と

は言えない」。 

※「高森高原風力発電事業 環境影響評価報告書」

（平成 31 年 4 月、岩手県） 

いただいた知見を踏まえ、引き続き最新の知見収

集に努めるとともに、現地調査の結果、また、調査

結果に基づいた予測及び評価の結果を踏まえ、風力

発電機の配置等の事業計画を検討いたします。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 

 

74 ■13.コウモリ類の保全措置を「コウモリを殺す前

から」実施すること 

今後、事業者は「バットストライクの予測には不確

実性が伴うので、事後調査を行い、保全措置を検討

する」などの主張をするかもしれない。 

この「バットストライクの予測には不確実性が伴う

ので、事後調査を行い、保全措置を検討する」とい

う主張には、「予測に不確実性が伴う場合は、適切

な保全措置を先のばしにしてもよい」という前提が

隠れている。しかし発電所アセス省令に「予測に不

確実性が伴う場合は、適切な保全措置を先延ばしに

してもよい」という記載はない。これについて、事

業者の見解とその理由を「丁寧に」述べて頂きた

い。 

現地調査を適切に実施し、その結果を踏まえ、最

新の国内の知見や有識者からのヒアリングを参考に

して、コウモリ類に対する影響を回避又は低減でき

るよう、適切な環境保全措置を検討いたします。 

「予測に不確実性が伴う場合は、適切な保全措置

を先延ばしにしてもよい」とは考えておりませんの

で、真摯に対応いたします。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 

 

75 ■14.コウモリ類の保全措置を「コウモリを殺す前

から」実施すること 

今後、事業者は「国内においてコウモリ類の衝突

実態は不明な点も多く、保全措置についても検討さ

れ始めた段階だ。よって事後調査を行って影響が確

認されたら保全措置を検討する」などの主張をする

かもしれない。 

国内では 2010年からバットストライクが確認されて

おり（環境省自然環境局野生生物課、2010、風力発

電施設バードストライク防止策実証業務報告書）、

「鳥類等に関する風力発電施設立地適正化のための

手引き（環境省、2011）」にもコウモリ類の保全措

置が記載されている。「コウモリの保全措置が検討

され始めた」のは最近の出来事ではない。また、仮

に「国内で保全措置が検討され始めた」からといっ

て、それが「国内の風発事業者が適切な保全措置を

先のばしにしてよい」という根拠にはならないこと

を先に指摘しておく。事業者の見解とその理由を

「丁寧に」述べて頂きたい。 

現地調査を適切に実施し、その結果を踏まえ、最

新の国内の知見や有識者からのヒアリングを参考に

して、コウモリ類に対する影響を回避又は低減でき

るよう、適切な環境保全措置を検討いたします。 

「適切な保全措置を先のばしにしてよい」とは考

えておりませんので、真摯に対応いたします。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 

 

76 ■15.バットストライクの予測は定量的に行うこと 

事業者が行う「音声モニタリング調査（自動録音

バットディテクターを使用した調査）」は定量調査

であり、予測手法（解析ソフト）もすでに実在する

（例えば 「WINDBAT」 

http://www.windbat.techfak.fau.de/index.shtml

）等。 また、バードストライクの予測手法も応用

可能だ。よって、バットストライクの予測は「定量

的」に行うこと 

現地調査において実施する音声モニタリング調査

によって、コウモリ類の生息状況について把握に努

めます。しかしながら、自動録音調査についての解

析については、国内における事例も少なく、確立さ

れた手法が未だに存在しないのが現状であると考え

ております。今後もさらなる知見の収集に努めると

ともに、定量的な予測及び評価について検討いたし

ます。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての調査及び予測は「第 10 章 

10.1.4 動物」に記載いたしました。 
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77 ■16.自動録音バットディテクターを使用した調査

について 

・自動録音バットディテクターは、ナセル高で長期

間（冬眠期を除く 1 年間）のモニタリングをする

こと。 

・自動録音バットディテクターは、 日没 1時間前か

ら、日の出 1 時間後まで録音すること。 

・地上からの手動バットディテクター調査について

は、すべての風力発電機の設置位置において、日

没前から日の出後まで自動録音調査を追加するべ

きである。 

（意見の理由）以下のガイドラインに記載がある。 

※「風力発電事業におけるコウモリ類への配慮のた

めのガイドライン 2014 年版 “Guidelines for 

consideration of bats in wind farm projects 

Revision 2014" EUROBATSPublication Series 

No.6」 ,(https://www.eurobats.org/sites/defau

lt/files/documents/news/Publication_No_6_Jap

anese.pdf) 

ご意見いただいた点について、ご教示いただいた

事項も参考に、最新の国内の研究成果や専門家から

のヒアリング等を踏まえ、適切にバットストライク

の予測を実施できるよう検討いたします。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての調査及び予測は「第 10 章 

10.1.4 動物」に記載いたしました。 

78 ■17.自動録音バットディテクターを使用した解析

について 

準備書には以下を記載すること。（意見の理由）

事業者の調査結果が適切か否かを判断するため。 

・自動録音バットディテクターの機種名及び分析ソ

フト名 

・バットディテクターの感度範囲 

・バットディテクターの設置高 

・バットディテクターの稼働時間及び欠測時間 

・バットディテクターの録音設定の詳細 

・解析及び予測方法の詳細 

ご意見いただいた点について、準備書においてお

示しいたします。 

【準備書における対応】 

コウモリ類についての調査及び予測は「第 10 章 

10.1.4 動物」に記載いたしました。 

79 ■18.「バットストライクに係る予測手法」につい

て経済産業大臣に技術的な助言を求めること 1 

「既に得られている最新の科学的知見」によれ

ば、バットストライクに係る調査・予測手法は欧米

では確立されている技術である。しかしながら日本

国内では、ブレード回転範囲におけるコウモリ類の

調査が各地で行われながらも、「当該項目について

合理的なアドバイスを行えるコウモリ類の専門家」

の絶対数は少なく、適切な調査・予測及び評価を行

えない事業者が散見される。事業者がヒアリングす

るコウモリ類の専門家について、仮に「地域のコウ

モリ相について精通」していたとしても、「バット

ストライクの予測」に関しては、必ずしも適切なア

ドバイスができるとは限らない。また、残念ながら

国内においてバットストライクの予測に関して具体

的指針は策定されていない。 

よって、仮に事業者が「国内ではバットストライ

クの予測について標準化された手法は公表されてい

ない」、「国内ではコウモリ類の定量的予測は困難」

と主張する場合は、環境影響評価法第十一条第 2 項

に従い、経済産業大臣に対し、「バットストライク

に係る予測手法」について「技術的な助言を記載し

た書面」の交付を求めること。 

方法書に記載した調査・予測及び評価の手法は、

発電所アセス省令※に示される選定の指針等に基づ

き検討し、コウモリ類の専門家の意見を踏まえ決定

しております。これらについては、今後、ご意見等

を踏まえつつ、経済産業大臣によって審査され、手

法等について必要な勧告がなされます。 

以上の方法書の審査結果を踏まえて、環境影響評

価の項目等の選定を行うこととなりますが、その

際、必要であると認められる場合には、環境影響評

価法第十一条第 2 項に従い、技術的な助言を求めて

まいります。 

 

※発電所アセス省令：発電所の設置又は変更の工

事の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該

計画段階配慮事項に係る調査、予測及び評価の手法

に関する指針、環境影響評価の項目並びに当該項目

に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手

法を選定するための指針並びに環境の保全のための

措置に関する指針等を定める省令（平成 10年通商産

業省令第 54 号） 

80 ■19.月 2 回程度の死骸探索調査など信用できない 

コウモリの死骸はスカベンジャーに持ち去られて

3 日程度で消失することが明らかとなっている＊。

仮に月 2 回程度の事後調査で「コウモリは見つから

なかった」などと主張しても、信用できない。 

＊平成 28 年度～平成 29 年度成果報告書 風力発電

等導入支援事業 環境アセスメント調査早期実施

調査、予測及び評価の結果を踏まえ、事後調査が

必要と判断された場合には、最新の知見、専門家へ

のヒアリング結果を参考にしながら検討いたしま

す。 

【準備書における対応】 

事後調査については「第 10 章 10.3 事後調査」

に記載いたしました。 

（表は前ページの続き） 

（表は次ページに続く） 
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実証事業環境アセスメント迅速化研究開発事業

（既設風力発電施設等における環境影響実態把握

Ⅰ報告書）P213.NEDO,2018. 

81 ■20.コウモリ類の死骸探索調査について 

コウモリの死骸はスカベンジャーに持ち去られて

3 日程度で消失することが明らかとなっている＊。

よって、 

①コウモリ類の死骸探索調査は、1 基あたり連続 3

日間の調査を月 2 回以上（もしくは週 1 回の調査

を月 4 回以上）実施すること。 

②死骸探索調査は日の出より開始すること。 

③個々の発電機について、探索可能面積の割合を記

録し報告すること。 

＊平成 28 年度～平成 29 年度成果報告書 風力発電

等導入支援事業 環境アセスメント調査早期実施

実証事業環境アセスメント迅速化研究開発事業

（既設風力発電施設等における環境影響実態把握

Ⅰ報告書）P213.NEDO,2018. 

調査、予測及び評価の結果を踏まえ、事後調査が

必要と判断された場合には、最新の知見、専門家へ

のヒアリング結果を参考にしながら検討いたしま

す。 

【準備書における対応】 

事後調査については「第 10 章 10.3 事後調査」

に記載いたしました。 

82 ■21.コウモリ類の事後調査はナセルに自動録音

バットディテクターを設置すること 

コウモリの事後調査は、「コウモリの活動量」、

「気象条件」、「死亡数」を調べること。コウモリの

活動量と気象条件は、死亡の原因を分析する上で必

要である。「コウモリの活動量」を調べるため、ナ

セルに自動録音バットディテクターを設置し、日没

1 時間前から日の出 1 時間後まで毎日自動録音を行

い、同時に風速と天候を記録すること。 

（意見の理由）以下のガイドラインに記載がある。 

※「風力発電事業におけるコウモリ類への配慮のた

めのガイドライン 2014 年版 “Guidelines for 

consideration of bats in wind farm projects 

Revision 2014” EUROBATSPublication Series 

No.6」,（https://www.eurobats.org/sites/defa

ult/files/documents/news/Publication_No_6_Ja

panese.pdf) 

調査、予測及び評価の結果を踏まえ、事後調査が

必要と判断された場合には、最新の知見、専門家へ

のヒアリング結果を参考にしながら検討いたしま

す。 

【準備書における対応】 

事後調査については「第 10 章 10.3 事後調査」

に記載いたしました。 

83 ■22.「事後調査」は信用できない 

①事後調査結果について住民は意見書を出せない。 

②事後調査結果を公正に審査する第三者委員がいな

い。 

③事業者側が擁立する専門家は事業者の利害関係者

である可能性が高いので信用できない。 

④仮に事後調査でコウモリの死骸が確認されても、

事業者が追加の保全措置をする義務はなく、罰則

もない。 

①  ～④の理由から、「事後調査」は

信用できない。 

事後調査については、信用いただけるよう、今後

も最新の知見の収集に努め、内容を検討いたしま

す。 

事後調査の内容については、北海道環境影響評価

条例第 38条に基づき、事後調査報告書を北海道知事

に提出するとともに、20 日間インターネットの利用

により公表、縦覧することとなっております。ま

た、第 39条では、北海道にお住いの方々は、事後調

査報告書の内容について、環境保全の見地からのご

意見をお持ちの場合は、縦覧期間終了の翌日から 2

週間が経過するまでの間、事業者に対し、ご意見を

お送りいただくことが可能となっておりますととも

に、必要があると認められた場合には、北海道知事

からも、環境保全の観点からのご意見をいただくこ

ととなっております。 

 

  

（表は前ページの続き） 
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表 6.1-1(16) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 18） 

No. 意見の概要 事業者の見解 

84 ◎事業目的が原子力に変わる再生可能エネルギーの

促進である事には賛同いたします。但し、事業の設

置場所が野鳥の繁殖中継地であることが致命的で

す。その地は、工業都市苫小牧の唯一誇りとする野

鳥の聖域です。説明会のパンフは「野鳥の会」のパ

ンフと見違うほど鳥の写真がありました。これから

調査するようですがすでにウトナイ湖サンクチュア

リーのレンジャー達が長年にわたり調査しておりま

す。その努力を評価し、最大限参考資料として下さ

い。 

 気候変動、自然災害にコロナが加わり、自然なく

して経済や生存が成りたたないことを痛感しており

ます。生物多様性を死守することが残された人類の

使命です。この度の事業実施区域には反対します。 

 

電力は原発なしでも足りているのです。コロナ後

に経済・社会がどうなるか予測できかねますが、電

力不足はないと思います。お調べ下さい。 

本事業に関しては、先ずは我が国のエネルギー政

策の基本的な視点である 3E＋S に貢献すべく、発電

時に温室効果ガスを排出しない低炭素な国産エネル

ギー源である風力発電所を設置することを目的とし

ており、国内のみならず、世界規模で発生している

極端な気候変動、農業・水産業、洪水・土砂災害、

海面水位の上昇、感染症の拡大、自然生態系等への

甚大な影響を回避・低減することが重要であると考

えております。 

国内におけるエネルギー・環境政策としても再生

可能エネルギーは「エネルギー安全保障にも寄与で

きる有望かつ多様で、長期を展望した環境負荷の低

減を見据えつつ活用していく重要な低炭素の国産エ

ネルギー源」として位置づけられ、風力発電施設に

よる電源供給の目標値も示されております。 

ただしご意見のとおり、この地域ではウトナイ湖

をはじめとした鳥類の生息環境への配慮が必要であ

ると認識しております。今後、対象事業実施区域及

びその周囲において調査、その結果を踏まえて予測

及び評価を行い、専門家の意見も参考にしながら、

本事業による重大な影響を回避又は極力低減できる

よう、事業計画及び環境保全措置を検討してまいり

ます。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

 

表 6.1-1(17) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 19） 

No. 意見の概要 事業者の見解 

85 3 月 19 日の説明会に参加して、お話を聞いて、ど

うしても、疑問なのが、どうして、サンクチュアリ

のある、野鳥が、年間、何百種類もが来る、この地

に設置する必要性が感じられません。 

事業者側の設置条件の都合ばかりが感じられまし

た。今ある意見は厚真には風力発電はいりません。

というはっきりした、意志です。 

ご意見のとおり、この地域ではウトナイ湖をはじ

めとした鳥類の生息環境への配慮が必要であると認

識しております。今後、対象事業実施区域及びその

周囲において調査、その結果を踏まえて予測及び評

価を行い、専門家の意見も参考にしながら、本事業

による重大な影響を回避又は極力低減できるよう、

事業計画及び環境保全措置を検討してまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

 

  



6.1-45 

(401) 

表 6.1-1(18) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 20） 

No. 意見の概要 事業者の見解 

86 「（仮称）苫東厚真風力発電事業に係る環境影響

評価方法書」において、国の特別天然記念物である

タンチョウ Grus japonensis の調査期間が適切では

ありません。「2 月～8 月」が調査期間となっていま

すが、どのような理由で決定したのか甚だ疑問で

す。調査期間等の選定理由として、「動物の生息特

性に応じて適切な時期及び期間とした」と記載され

ています。しかし、11 月のヒアリングの際に、対象

事業実施区域周辺で秋期にタンチョウが確認されて

いることを伝えていました。それにも拘わらず秋期

を調査期間から外しているのは、非常に不適切かつ

不誠実な対応と言わざるを得ません。これは、タン

チョウを調査で確認しないようにするための期間設

定と受け取られても、仕方ありません。したがっ

て、適切な時期及び期間で調査されていない結果は

意味をもちません。当然のことながら、そのような

結果を基に予測や評価を行ったとしても、非常に信

頼性の低いものとなります。 

タンチョウの調査時期については、本種の有識者

ヒアリングの結果を受けて繁殖時期に注目して設定

しておりました。その他の時期については各月実施

する猛禽類調査及び秋季に実施する一般鳥類調査等

にて把握が可能であると考えていることから、タン

チョウに特化した調査としては、本種の繁殖時期で

ある 2 月～8 月と設定しております。 

87 また、調査方法によっては、タンチョウの生息、

とりわけ、繁殖に悪影響を与える懸念があります。

北海道のタンチョウは、主に 2～4月に営巣する場所

を決めると考えられています。その時期に、営巣候

補地およびその周辺に人や自動車等の侵入がある

と、その場所で巣を造るのを避けることが予想され

ます。つまり、タンチョウあるいは他種の動植物の

調査で、人の出入りを行うことが、同種の繁殖を妨

げることになります。方法書では、前述のようなこ

とを回避する方法が具体的に記載されていません。

すでに影響を及ぼした可能性もあり、危惧するとこ

ろです。 

本事業における現地調査は、今年から前倒し環境

調査として猛禽類を対象に調査を実施しておりま

す。その際にタンチョウについても確認を行いなが

ら進めております。今後予定している現況調査にお

いては、今年の調査結果も踏まえて営巣に影響のな

いよう、細心の注意を払って調査を行ってまいりま

す。 

88 さらに、予定されている事業実施区域およびその

周辺地域は、タンチョウの営巣適地であり、生物多

様性が保たれていると考えられています。風力発電

施設の建設は、北海道内において生息分散が確実に

進むことを目標とする「タンチョウ生息地分散行動

計画」（環境省）に悪影響を与えるものであり、な

おかつ、生物多様性が保全されている環境を破壊す

ることにほかなりません。 

以上のことを理由とし、貴社が計画している当該

地域における風力発電施設の建設を中止すべきと考

えます。 

以上 

ご意見にありますとおり、配慮書段階や方法書段

階においても専門家の方々や各自然保護団体等から

ご意見をいただいているほか、ご指摘の既存文献等

についても把握しております。 

今後、現地調査を行って、当該地域における生息

や繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積

していくとともに、現地調査及び解析の結果を踏ま

えた専門家及び各自然保護団体等によるご意見、国

内の風力発電施設において実施されている事後調査

結果等から総合的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

タンチョウについての調査、予測、評価及び環境

保全措置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたし

ました。 
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表 6.1-1(19) 方法書に対する住民等の意見の概要と事業者の見解 

（意見書 21） 

No. 一般の意見の概要 事業者の見解 

89 （仮称）苫東厚真風力発電事業に係る環境影響評価

方法書に関して、環境保全の見地から下記の意見を

述べます。 

ただし、本方法書に示された調査方法および記載

内容は、本事業の影響を評価するには、以下の意見

2）、3）において不十分であることから、調査方法

はじめ事業の見直しについて意見を述べており、準

備書の段階に進むことを容認するものではありませ

ん。 

1）自然保護の観点から事業は中止すべきである 

（仮称）苫東厚真風力発電事業の事業実施想定区

域とその周辺は、ラムサール条約登録湿地であるウ

トナイ湖や、国際的な鳥類保護組織であるバードラ

イフ・インターナショナルのもとで日本野鳥の会が

選定した IBA（重要野鳥生息地）、および IBA に鳥類

以外の分類群も含め評価された KBA（生物多様性の

保全の鍵になる重要な地域）に囲まれ、生物多様性

保全にとって重要な地域です。特にチュウヒの複数

つがい、オジロワシ、タンチョウの繁殖が確認され

ており、バードストライクや障壁影響は希少鳥類や

渡り鳥の生息に及ぼす影響が大きいと考えられま

す。2021年 9月 28日には日本野鳥の会、WWFジャパ

ンと連名による要望書で事業の見直しを求めたにも

関わらず、環境影響評価法にもとづく方法書手続き

を進められていることは遺憾であり、現段階をもっ

て事業は中止すべきです。 

ご意見にありますとおり、配慮書段階や方法書段

階においても専門家の方々や各自然保護団体等から

ご意見をいただいているほか、ご指摘の既存文献等

についても把握しております。 

今後、現地調査を行って、当該地域における生息

や繁殖の有無、渡来状況等といった基礎情報を集積

していくとともに、準備書段階では、年間予測衝突

数の算出等による定量的な影響予測を行ってまいり

ます。また、現地調査及び解析の結果を踏まえた専

門家及び各自然保護団体等によるご意見、国内の風

力発電施設において実施されている事後調査結果等

から総合的に影響予測を行ってまいります。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

90 2）鳥類の調査位置の可視範囲と飛翔高度の調査方

法が不明確である 

方法書で注目されるのは、ウトナイ湖をはじめと

する周辺の重要地域との渡り鳥の移動経路をいかに

把握できるのか、またチュウヒやオジロワシ、タン

チョウの繁殖生息状況の把握ができるのか、適切な

評価ができるかが問われます。記載されている調査

定点は図で示されていますが、その可視範囲が示さ

れていないため、十分な把握ができるのか懸念され

ます。また、飛翔高度の調査の方法も明記されてお

らず、希少鳥類への影響を十分に評価できるものに

なっていません。 

方法書内にお示ししている地点については、対象

事業実施区域及びその周囲の視野を確保できるよ

う、設定しております。可視範囲については準備書

にてお示しするようにいたします。また、飛翔高度

については、対象事業実施区域及びその周囲におけ

る鉄塔や建造物等を目安とし、目視による確認を想

定しております。 

【準備書における対応】 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

91 3）海岸部の事業区域を見直すべきである 

配慮書段階の事業実施区域は、方法書では「海浜

植生への配慮のため」に風力発電機の設置対象範囲

としてせまく設定していますが、海岸線近くを線状

に削除しただけで、ハマニンニク－コウボウムギ群

集などの自然度の高い湿原・塩沼地・砂丘植生の連

続性を保護するには不十分です。また、北海道の鳥

獣保護区である鵡川河口まで 5km と近く、ガン・カ

モ類の飛行ルートがある可能性もあるため、海岸部

の設置対象範囲をさらに見直すべきです。 

 

ご指摘のとおり、既存文献においては植生自然度

の高いエリアが示されておりましたので、方法書

p3.1-84(112)～p3.1-86(114)に示したとおり、事前

調査として海浜部を中心に簡易的な植生調査を実施

しております。 

今後、さらに詳細な植生調査を実施し、その結果

と専門家からのご意見を踏まえ、回避・低減策を検

討してまいります。 

本年から前倒し環境調査として猛禽類の調査を開

始しております。調査対象は主に猛禽類となってお

りますが、その他の種についても確認位置や個体数

などを記録することとしております。まずは方法書

に示しました事業実施区域及びその周囲を調査対象

範囲とし、前倒し環境調査の結果を踏まえ、今後の

現地調査で改めて調査範囲の検討を行ってまいりま

す。 

【準備書における対応】 

植物についての調査、予測、評価及び環境保全措

（表は次ページに続く） 



6.1-47 

(403) 

置は「第 10 章 10.1.5 植物」に記載いたしまし

た。 

鳥類についての調査、予測、評価及び環境保全措

置は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載いたしまし

た。 

 

 

（表は前ページの続き） 
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6.2 方法書についての知事意見及び事業者の見解 

6.2.1 方法書についての北海道知事意見及び事業者の見解 

方法書に対する北海道知事意見と事業者の見解は表 6.2-1 のとおりである。 
 

表 6.2-1(1) 方法書に対する北海道知事意見と事業者の見解 

北海道知事意見 事業者の見解 

1 総括的事項 

（1）今後の風力発電設備、変電設備、工事用道路等の

設置、事業の実施に伴う土地の改変箇所等の決定、そ

の他の事業計画の策定に当たっては、対象事業実施区

域及びその周辺の土地利用、産業の状況等を踏まえ、

適切に調査、予測及び評価を行うとともに、特に同区

域の自然環境など、環境保全上配慮すべき区域を除外

するなど、影響の回避を最優先に環境保全措置を検討

すること。 

また、2 の個別的事項の内容を十分に踏まえ、可能

な限り評価項目及び分類群ごとに最新の知見の収集や

複数の専門家等の助言を得るなどしながら、環境要素

に係る環境影響について適切に調査を行い、科学的根

拠に基づく予測及び評価を実施し、その結果を事業計

画に反映させること。その過程において、重大な環境

影響を回避又は十分に低減できない場合若しくは回避

又は低減できることを裏付ける科学的根拠を示すこと

ができない場合は、事業規模の縮小など事業計画の見

直しを行うことにより、確実に環境影響を回避又は低

減すること。 

なお、予測の不確実性の程度が大きい選定項目につ

いて環境保全措置を講ずる場合や、効果に係る知見が

不十分な環境保全措置を講ずる場合等においては、事

後調査を実施すること。 

現地調査を実施し、準備書において事業計画を基に

予測及び評価を実施します。今後、調査結果を踏まえ

て環境保全上配慮が必要な区域を除外します。また、

予測に当たっては有識者の助言を得る等、適切に対応

します。その結果、重大な環境影響を回避又は十分に

低減できないと判断した場合は、事業計画の見直しも

検討します。各評価項目の調査、予測、評価及び環境

保全措置は準備書の「第 10 章 10.1 調査の結果の概

要並びに予測及び評価の結果」に記載しました。 

また、予測の不確実性が大きい項目や科学的知見が

不十分な環境保全措置を講じる場合には事後調査の実

施を検討します。事後調査については準備書の「第 10

章 10.3 事後調査」に記載しました。 

 

（2）本方法書では、配慮書段階の事業実施想定区域か

ら、自然度の高い植生等を除外したほか、住居等との

離隔に配慮にして対象事業実施区域を絞り込んだとし

ているが、同区域は依然として、重要な自然環境のま

とまりの場である自然度の高い植生や保安林と重複し

ている。 

このため、環境面に配慮した対象事業実施区域の絞

り込みや風車の配置について更なる検討を行うととも

に、準備書の作成に当たっては、区域設定や風車配置

の理由を含め、検討の過程を具体的かつ分かりやすく

記載すること。 

方法書から準備書への対象事業実施区域及び風力発

電機の配置計画等の事業計画の変更点及びその理由に

ついては、準備書の｢第 2 章 2.2.7 特定対象事業の

主要設備の配置計画その他の土地の利用に関する事項｣

に記載しました。 

（3）今後の手続きに当たっては、本事業に対し、関係

市町や地域住民等から、動植物や生態系への影響、騒

音及び超低周波音による健康被害を懸念する意見など

が多く認められている状況を踏まえ、相互理解の促進

のため、住民や関係団体等へ積極的な情報提供や科学

的知見を踏まえた丁寧な説明に努めること。 

地元役場や地域住民、関係団体には随時事業の進捗

をご説明し、事業に対する理解を得られるよう取り組

んでまいりました。引き続き丁寧な説明に努めてまい

ります。 

（4）本方法書については、縦覧期間中に事業者のウェ

ブサイトから印刷及びダウンロードが可能とされ、情

報公開に関する一定の配慮が行われている。今後も、

法令に基づく縦覧期間終了後も継続して公表しておく

ことなども含め、さらなる利便性の向上に努めるこ

と。 

住民の皆様に準備書の内容について、よりご理解い

ただいた上でご意見をいただけるようにするため、準

備書においても方法書と同様に縦覧期間中の図書のダ

ウンロード及び印刷を可能といたします。なお、法令

に基づく縦覧期間が終了した後の継続した図書の公表

については、長期間の公表に伴い、著作権侵害、第三

者への公衆送信や改変利用等のリスクの可能性が高く

なる懸念があるため実施しない方針としております。 
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表 6.2-1(2) 方法書に対する北海道知事意見と事業者の見解 

北海道知事意見 事業者の見解 

2 個別的事項 

（1）騒音 

ア 対象事業実施区域及びその周辺には住居等が存在

しており、工事の実施や施設の稼働に伴い、騒音によ

る重大な影響が懸念される。このため、風車の配置の

検討に当たっては、できる限り住居等から離隔するこ

となどにより、影響を回避又は十分低減すること。 

風力発電機の配置の検討に当たっては、可能な限り

住居等から離隔を確保するよう努め、騒音の影響の低

減を図りました。 

騒音についての現地調査、予測及び評価の結果は、

準備書の「第 10 章 10.1.1 1.騒音」に記載しまし

た。 

イ 騒音による生活環境への影響については不確実性

があることや、住居等から風車の設置対象区域までの

離隔距離が十分に確保されておらず風車騒音に含まれ

る振幅変調音や純音性成分などにより不快感が生じる

可能性があることから、適切な風車配置や機種選定な

どにより可能な限り影響の低減を図るとともに、施設

稼働後に影響が確認された場合の対策について検討す

ること。 

風力発電施設の稼働に伴う騒音については、できる

限り住居等から風力発電機の離隔を確保するなどの環

境保全措置を講じることにより影響の低減を図り、「風

力発電施設から発生する騒音に関する指針」（環境省、

平成 29 年）に基づき適切に予測及び評価を実施し、そ

の結果を準備書の「第 10 章 10.1.1 1.騒音」に記載

しました。 

また、風力発電施設の稼働後に住民等から騒音の苦

情が寄せられた場合には、原因を調査し本事業に起因

する場合には関係機関とも協議し、適切に対応いたし

ます。 

（2）風車の影 

ア 対象事業実施区域及びその周辺には住居等が存在

しており、施設の稼働に伴い、風車の影による重大な

影響が懸念される。このため、風車の配置の検討に当

たっては、できる限り住居等から離隔することなどに

より、影響を回避又は十分低減すること。 

風車の影については、風力発電機の配置を検討し、

できる限り住居等から風力発電機の離隔を確保するな

どの環境保全措置を講じて影響の低減を図りました。 

調査、予測及び評価の結果は準備書の「第 10 章 

10.1.3 1.風車の影」に記載しました。 

 

イ 施設の稼働による風車の影については、影響が及

ぶ時間の長短に関わらず人によって気になることがあ

るため、風車の適正な配置や構造等の検討を含めて、

影響が回避又は十分に低減されているかの観点から評

価すること。 

 風車の影については、風力発電機の配置を検討し、

できる限り住居等から風力発電機の離隔を確保するな

どの環境保全措置を講じて影響の低減を図り、予測及

び評価を行いました。 

調査、予測及び評価の結果は準備書の「第 10 章 

10.1.3 1.風車の影」に記載しました。 

（3）動物 

ア 哺乳類の捕獲調査については、十分な精度で調

査、予測及び評価ができるよう、調査地域内の環境特

性ごとに適正な調査手法及び地点、トラップの数等を

設定すること。 

哺乳類の捕獲調査については十分な精度で調査、予

測及び評価ができるよう、適切な調査手法、地点及び

トラップ数になるよう設定しました。 

哺乳類の調査手法は、準備書の「第 10 章 10.1.4 

動物」に記載しました。 

イ コウモリ類の調査については、専門家等から助言

を得ながら風速と飛翔状況との関係を整理するなど

し、バットストライク等の影響について適切に調査、

予測及び評価を実施すること。 

コウモリ類の調査については専門家からの助言を踏

まえ、風速と飛翔状況の関係等を整理して予測及び評

価を実施しました。 

専門家の助言については準備書の「第 8 章 8.2.3 

専門家等からの意見の概要」に記載し、調査、予測及

び評価の結果は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載しま

した。 

ウ 爬虫類及び両生類の直接観察調査については、的

確に生息状況を把握できるよう、適切な調査時期及び

地点を選定すること。 

爬虫類及び両生類の調査については専門家からの助

言を踏まえ、調査時期を設定しました。爬虫類及び両

生類に関しては調査範囲内を網羅できるよう、踏査に

て生息状況を確認しました。 

専門家の助言については準備書の「第 8 章 8.2.3 

専門家等からの意見の概要」に記載し、調査、予測及

び評価の結果は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載しま

した。 

エ 対象事業実施区域及びその周辺は、アサマシジ

ミ、カワラハンミョウ、タガメなどの希少な昆虫類の

生息情報があるため、昆虫類の調査については、専門

家等から助言を得ながら、希少な種への影響を含め、

生息状況について適切に調査、予測及び評価を実施す

ること。 

昆虫類の調査については専門家からの助言を踏まえ

調査時期等を設定し、希少な種に関する生息状況を調

査し、影響の予測及び評価を実施しました。 

専門家の助言については準備書の「第 8 章 8.2.3 

専門家等からの意見の概要」に記載し、調査、予測及

び評価の結果は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載しま

した。 
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表 6.2-1(3) 方法書に対する北海道知事意見と事業者の見解 

北海道知事意見 事業者の見解 

オ 対象事業実施区域及びその周辺は、鳥類への影

響を考慮すべき区域を示した「風力発電立地検討のた

めのセンシティビティマップ」において、チュウヒ、

サンカノゴイ、オジロワシ、タンチョウなどの分布情

報により注意喚起レベル A3 のメッシュに含まれ、特に

重点的な調査が必要とされている。また、専門家等の

ヒアリングによりアカモズ、オオジシギなどの希少な

鳥類の生息及びガンカモ類等の渡りに関する情報が得

られているほか、国内で初となるシマクイナの繁殖

や、タンチョウの 2 年連続となる繁殖も確認されてい

る。これらを踏まえ、希少な鳥類の生息及び繁殖や

バードストライク、移動経路の阻害等への影響につい

て、専門家等から助言を得ながら、適切に調査、予測

及び評価を実施すること。 

なお、チュウヒなど希少鳥類の繁殖場所や繁殖成功

率等については年変動が大きいことから、過去及び最

新の調査や研究の結果も活用し、より精度の高い予測

及び評価を行うこと。 

また、バードストライクについては、対象事業実施

区域及びその周辺における衝突リスクの分布と風車配

置の関係を図示した上で、評価を実施し、準備書に記

載すること。 

希少な鳥類については、生息及び繁殖等への影響に

ついて専門家から助言を得ながら、調査、予測及び評

価を実施しました。 

また、チュウヒ等の希少鳥類に関する既存の調査事

例等も活用いたしました。 

バードストライクについては対象事業実施区域及び

その周囲における衝突リスクの分布と風力発電機の配

置の関係を図示した上で評価しました。 

専門家の助言については準備書の「第 8 章 8.2.3 

専門家等からの意見の概要」に記載し、調査、予測及

び評価の結果は「第 10 章 10.1.4 動物」に記載しま

した。 

カ 営巣場所周辺への立ち入りなどにより希少鳥類の

生息や繁殖に影響が及ばないよう、全ての評価項目の

調査計画を示して専門家等の助言を得た上で、調査を

実施すること。 

希少鳥類の現地調査に当たっては、専門家に調査方

法をお示しした上、いただいた助言を踏まえ、生息及

び繁殖に影響が及ばないよう留意しながら実施するよ

う努めました。 

（4）植物 

ア 現地調査により重要な植物種や重要な植物群落

が確認された場合は、これらの種の生育地及び群落、

並びにその周辺の土地改変を避けるなど、影響の回避

を最優先に環境保全措置を検討すること。 

また、対象事業実施区域の東側には、植生自然度の

高い海浜植生群落と湿性植物群落が分布しており、こ

れらの群落については、直接的な改変だけではなく、

工事の実施に伴う水文環境の変化による影響が懸念さ

れるため、専門家等から助言を得ながら、適切に調

査、予測及び評価を実施すること。 

重要な植物種や重要な植物群落については専門家の

助言を踏まえ、調査、予測及び評価を実施しました。

環境保全措置については調査の結果も踏まえ検討しま

した。 

また、対象事業実施区域の東側エリアにおける植物

群落等への水質の影響についても調査、予測及び評価

を実施しました。 

専門家の助言については準備書の「第 8 章 8.2.3 

専門家等からの意見の概要」に記載し、調査、予測、

評価及び環境保全措置は「第 10 章 10.1.5 植物」に

記載しました。 

イ 工事の実施による土地改変に伴う表土の移動や改

変箇所の裸地化等により侵略性の高い外来植物の生育

域が拡大し、周囲の植生等に影響を及ぼすおそれがあ

ることから、土地改変を予定する区域及びその周囲に

おける侵略性の高い外来植物の生育状況を予め把握

し、工事の実施によりその分布が拡大することのない

よう施工方法を検討すること。また、具体的な外来植

物の拡散防止対策について準備書に記載すること。 

現地調査において確認された外来植物については、

その生育範囲を記録し、生育状況を把握しました。そ

の結果を踏まえ、外来種の拡散防止対策を検討しまし

た。 

植物についての環境保全措置は準備書の「第 10 章 

10.1.5 植物」に記載しました。 

（5）生態系 

ア 注目種やその餌資源については、現地調査の結果

を踏まえて見直しを含めて検討の上、適切に選定する

とともに、選定の経緯を準備書に記載すること。 

生態系の注目種及びその餌資源については現地調査

の結果を踏まえ選定しました。選定の経緯は準備書の

「第 10 章 10.1.6 生態系」に記載しました。 

イ 動植物の現地調査の際は、地域の生態系の特徴に

留意し、各栄養段階の動物種及び植生について十分な

調査を行うこと。特に、昆虫類については、植生など

の環境の変化による影響を受け、また、コウモリ類や

鳥類の餌資源であることも踏まえ、生息状況の把握に

努めること。 

動植物の現地調査の際には、地域の生態系の特徴に

留意し、動物及び植物の生息・生育状況について十分

な調査を実施します。昆虫類についても同様に生息状

況を把握しました。 
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表 6.2-1(4) 方法書に対する北海道知事意見と事業者の見解 

北海道知事意見 事業者の見解 

ウ 工事の実施による土地改変や樹木の伐採について

は、その範囲を必要最小限とすること。特に河川・湿

原・塩沼地・砂丘植生等（植生自然度 10）やブナクラ

ス域自然植生（植生自然度 9）といった自然度の高い植

生の区域については、現地調査によりその存在する区

域を明らかにした上で、これらの区域の改変の回避を

最優先に環境保全措置を検討すること。 

 特に、道南から道央地域の海岸低地である同区域に

存在するような湿地環境は著しい減少傾向にあり、そ

の中には多様な動物及び植物が存在しているため、環

境保全措置について十分に検討すること。 

工事の実施による土地改変や樹木の伐採について

は、その範囲を必要最小限とする事業計画としまし

た。現地調査により確認された自然度の高い植生の存

在する区域や海岸低地に存在する湿地環境について

は、事業による影響ができる限り回避又は低減される

よう環境保全措置を検討しました。 

 植物についての環境保全措置は準備書の「第 10 章 

10.1.5 植物」に記載しました。 

（6）景観 

ア 「浜厚真地区」など複数の主要な眺望点が事業実

施区域内及び近隣にあることから、風車の設置に伴

い、これらの地点からの景観への重大な影響が懸念さ

れる。このため、景観に対する影響については、地域

住民、施設の利用者などの個人や関係団体に対して

フォトモンタージュを提示した聞き取り調査等を実施

し、その結果を踏まえ、主要な眺望景観への影響が回

避又は十分に低減されているかの観点から客観的に評

価すること。 

景観については、主要な眺望点からのフォトモン

タージュを作成して説明会等でお示しし、地域住民や

関係団体等に眺望景観についてのご意見を伺います。

その結果を踏まえ、主要な眺望景観への影響が回避又

は十分に低減されているかの観点から評価し、事業計

画に反映します。 

 

イ フォトモンタージュの作成に当たっては、四季を

通じて風車と背景とのコントラストが強く出る晴天時

の写真を用いて作成するとともに、色調、明度、解像

度や大きさについては、風車の見えやすさや目立ちや

すさが最大となる条件を想定したものとすること。 

景観のフォトモンタージュの作成に当たっては、四

季を通じて風力発電機と背景とのコントラストが強く

出る晴天時の写真を用いて作成し、色調、明度、解像

度や大きさについて風力発電機の見えやすさや目立ち

やすさが最大となるようにしました。 

景観のフォトモンタージュは準備書の「第 10 章 

10.1.7 景観」に記載しました。 

（7）人と自然との触れ合いの活動の場 

「浜厚真野原公園」、「浜厚真海岸」などの人と自然

との触れ合いの活動の場については、本事業の実施に

伴う騒音、風車の影及び景観変化等による重大な影響

が懸念される。このため、風車の配置の検討に当たっ

ては、できる限りこれら活動の場やその周辺を避ける

とともに、その利用状況や利用者の意識等について十

分調査した上で、工事の実施や施設の存在のみなら

ず、施設の稼働による影響も含め適切に予測及び評価

を実施すること。 

風車の配置等、事業計画の検討に当たっては、「浜

厚真野原公園」、「浜厚真海岸（浜厚真海浜公園）」

等、主要な人と自然との触れ合いの活動の場について

の把握に努めるとともに、できる限り主要な人と自然

との触れ合いの活動の場として機能している範囲から

離隔を確保する計画といたしました。また、本事業の

実施によって生じる可能性のある影響について予測・

評価並びに環境保全措置の検討を行い、準備書の「第

10章 10.1.8 人と自然との触れ合いの活動の場」に

記載いたしました。 

（8）廃棄物等 

工事の実施に伴う廃棄物及び残土については、その

発生の抑制に努めるとともに、発生量に加えて最終処

分量、再生利用量及び中間処理量等の把握を通じ、適

切に調査、予測及び評価を実施すること。 

工事の実施に伴う廃棄物及び残土については、その

発生の抑制に努め、発生量に加えて最終処分量、再生

利用量及び中間処理量等の事業計画に基づき予測及び

評価を実施しました。 

予測及び評価の結果は準備書の「第 10 章 10.1.9 

廃棄物等」に記載しまた。 
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